
社会・援護局関係主管課長会議資料

平成 23年 3月 3日 (木 )

社会・援護局 保護課



目 次

(重点事項 )

1 生活保護制度の見直し等について

(1)生活保護制度を取り巻く現状 口課題

(2)生活保護制度の見直しに向けた検討

(3)求職者支援制度の創設 ・・………・

(4)住宅手当緊急特別措置事業の継続実施について

2 自立支援の充実・強化について

(1)自立支援プログラムの一層の推進について

(2)就労支援の一層の推進について ・

平成23年度生活保護基準について

(1)平成 23年度生活扶助基準について

(2)子ども手当の増額に伴う対応について

(3)そ の他 ……・・…………

4 生活保護制度の実施について

(1)平成 23年度の保護の実施要領等の改正について

(2)介護扶助について

(3)保護施設の運営及び整備について

(4)ブロック会議の開催について

5 不正受給対策の推進等について

(1)無料低額宿泊施設等について

(2)要保護者の適切な把握のための関係機関等との連携強化について…

(3)会計検査院からの指摘事項について

(4)年金担保貸付利用者の取扱いについて

(5)生活保護法第 29条に基づく調査について

(6)医療扶助・介護扶助の適正化について

6

6

11

頁

１

１

１

２

２

３

３

３

３

５

５

８

０

１

１

１

２

１

１

２

３

５

６

６

２

２

２

２

２

２

２

15

目-1



6 生活保護関係予算等について

(1)生活保護関係予算について

(2)生活保護関係予算の執行について

7 生活保護関係調査等について

(1)生活保護業務データシステムについて

(2)平成23年度生活保護関係調査の実施について

(参考資料 )

1

2

3

4

5

6

7

8

32

32

33

37

37

38

41

57

58

60

61

63

79

80

生活保護の動向

自立支援プログラム策定・実施状況

就労支援員の配置状況等 ……・・………………・・………………・・…

住宅手当緊急特別措置事業の実績………………………・=…・・………

年金等の活用を促進する取組事例 (広島市) ………………………

医療扶助・介護扶助の状況 …・・………………………………………

保護施設通所事業 口救護施設居宅生活訓練事業実施施設一覧………

平成 23年度生活保護関係会議及び生活保護関係研修会の実施状況

目-2



重 点 事 項



生活保護制度の見直し等について

(1)生活保護制度を取 り巻 く現状 。課題

生活保護制度を取 り巻 く現状 として、稼働能力のある生活保護受給者に対す る自立、

就労支援及び貧困の連鎖の防止が喫緊の課題である。

・ リーマンショック以降、特に稼働能力のある生活保護受給者が急増するとともに、

生活保護から脱去「できない状況が継続 している。生活保護受給直後からの自立、就

労支援が効果的であり、現場における早急な対応を計画的に促進する必要がある。

。また、生活保護受給世帯の子 どもは一般世帯よりも高校進学率が低 く、再び生活保

護に至るリスクが高い等、貧困の連鎖が国会等においても問題 となってお り、子 ど

もに対する学習支援等に取 り組む必要がある。

一方、生活保護受給者から不当に保護費を徴収する貧困ビジネスや奈良県の山本病

院事件、向精神薬の転売をはじめとする医療扶助の不正受給等、生活保護受給者 を利

用 した不正事件が横行する等、制度への信頼を揺るがす問題が深刻化 している。

こうした課題に対 して、生活保護受給者の急増への対応に追われる地方 自治体から

は、生活保護制度の抜本改革に向けた国の早急な対応を求められてお り、昨年 10月 に

指定都市市長会が、同年 11月 に全国市長会が制度改革に向けた具体的な提案が示 され

たところである。

(2)生活保護制度の見直 しに向けた検討

今通常国会においては、雇用保険と生活保護 との間にある第 2のセーフティネ ット

施策を強化するため、 「職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法

律案 (い わゆる求職者支援法)」 を提出してお り、最後のセーフティネ ッ トである生

活保護制度についても、特に稼働能力を有する方に対する自立 。就労支援の充実強化

に向けて、地方自治体の御提言等を踏まえ、運用改善や予算措置等で速やかに実現で

きるものは逐次実施 してまい りたい。

また、自立、就労支援の充実強化や生活保護費の不正受給対策をはじめとす る生活

保護制度の見直しについても、地方 自治体の御提言等を踏まえて検討する場 として、

近 日中に生活保護制度に関する国と地方の協議 (仮称)を開催 し、法改正も視野に入
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れた検討を進めることとしている。

なお、無料低額宿泊所等に対する法規制を強化するため、民主党において議員立法

の国会提出を準備中であ り、厚生労働省 としても必要に応 じ協力 していくこととして

いる。

(3)求職者支援制度の創設

求職者支援制度については、労働政策審議会における議論を踏まえ、今通常国会に

法案を提出したところである。

求職者支援制度の創設により、

① これまで雇用保険受給中に再就職できずに生活保護受給者となつていた者が、生

活保護を受給することなく、早期に再就職すること

② 就労意欲はあるものの稼働能力を十分に活用されていなかつた生活保護受給者が、

適切な技能等を身につけ生活保護から早期脱却すること

などが期待される。

各自治体におかれては、求職者支援制度が真に就職に結びつくような効果ある制度

として恒久的に運用されるよう、都道府県労働局・ハローワークとの連携や、制度の

適正な活用等について、是非とも御協力をお願いする。

(4)住宅手当緊急特別措置事業の継続実施について

ア 住宅手当制度について

現下の厳 しい雇用失業情勢に対応 し、住宅を喪失 した離職者等への対策に万全を

期するため、平成 21年 10月 から「住宅手当緊急特別措置事業」を実施 している

平成 21年 10月 か らの事業開始後の実績は以下のとお りである。

【住宅手当実績】

年  度 支給決定数 就職者数

H21.10～ H22.12 64, 223件 (B)13,468件

|   うち新規決定分 (A) 4 9,  702イ 牛 10,846件

「
~~~う

ち延長決定分 14, 521件 2, 622件

就職率 (B)/(A):27.1%
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昨年 4月 から、より多 くの方が住宅手当を活用 して再就職できるよう、支給要件

の一部緩和、支給期間の延長、就職活動要件の一部強化等を実施 し、失業等 により

住居を喪失 した方等への住まい対策を強化 したところである。

また、公費である住宅手当が暴力団員活動の資金源に繋がることを防止す るため、

昨年 10月 に、暴力団員排除に関する取扱いを示すための実施要領改正を行 つたと

ころである。

本事業については、経済・雇用情勢等が依然 として厳 しい現状を踏まえ、平成

23年度も継続実施できるよう、平成 22年度補正予算において、緊急雇用倉J出事

業臨時特例基金の 1年延長を決定 したところである。

今後も、利用者の視点に立った必要な運用改善や就労支援の強化を図 り、離職者

が安心 して再就職に向けた活動を行 うことができるよう、実効性のある支援 を実施

していくこととしているので、各 自治体においても、平成 23年度の事業継続実施

に向け実施体制を整備するとともに、よリー層の本事業の周知・広報及び利用促進

に取 り組んでいただくようお願いする。

イ 住宅手当受給者に対する就労支援の充実・強化について

住宅手当は、安心 して再就職に向けた就職活動をするために必要な居住環境 を確

保できるよう支援するとともに、再就職又は収入増に向けた就労、自立支援 を 目的

とした事業である。 こうした住まい等を失つた離職者に対する支援 としては、各 自

治体に住宅確保 。就労支援員を配置 していただき、住宅手当の支給だけでな く、住

宅の確保や再就職に向けた就労支援を継続的に実施することが極めて重要である。

平成 23年度においては、住宅手当受給者に対する支援体制の更なる充実・強化

を図るため、各 自治体においては、住宅確保・就労支援員の更なる増配置に努 めて

いただくようお願いする。

特に、単なる住宅手当の支給事務担当として活用するのではなく、関係機関 との

連携構築、ハローワークヘの同行訪問など、本来の目的である受給者の住宅確保及

び再就職に向けた就労支援の強化を図るために活用 していただくようご配慮いただ

きたい。

生活保護受給者の就職率は着実に改善が見 られるが、未だ 3割弱に止まってお り、
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生活保護受給者の就労支援事業と比較 しても当該就職率を向上させる余地があると

考えている。

ハローワークは、昨年 4月 から住宅手当受給者に対 して 「就職安定プログラム」

を活用 した就労支援ナ ビゲーターによるマンツーマン支援等を行つているところで

あるが、更に積極的な就労支援を実施するために、新たに平成 23年度予算案にお

いては、地方 自治体 とハローワークが協定を締結 し、共通の目標の下で住宅手当受

給者等の就労支援を実施する 「福祉から就労」支援事業を計上 しているところであ

る。

一部の自治体においては、 「就職安定プログラム」の活用等、ハローワークとの

連携が不十分なところも見受けられるところから、住宅確保 0就労支援員は、本事

業を積極的に活用 し、ナ ビゲーター等ハローワーク担当職員 と緊密に連携を図るこ

とにより、よリー層の就労支援の強化に取 り組んでいただきたい。

ウ 不正受給の防止について

最近、失業者等を支援する公的制度を不正に利用する事例が報道 されているとこ

ろであるが、住宅手当においては、 「住宅手当の適正な支給の実施について (通

知)」 (平成 22年 9月 27日 社援発 0927第 1号厚生労働省社会・援護局保護

課長通知)に より、必要な対策を講 じるようお願い しているところである。

具体的には、

① 前住所地で住宅手当を受けていた疑いが認められる場合は、前住所地の自治

体に協力を求めること

② 住宅喪失者について、支給決定後に住民票の写 しの提出を徹底すること

③ 架空申請や又貸 しなどの不適正受給の防止のため、必要に応 じ、住宅確保・

就労支援員が住宅訪問及び居住実態の確認を行 うこと

④ ③の実施が困難な場合であっても、以下の方法を参考にされたい

・申請 された住所地について住宅地図による確認を行い、不審な点がある場合

は上記③の取組を行 う

・入居後、住所地に郵便物を発送 して連絡を指示する等の方法により入居事実

を確認する

等の方法をお示 ししているところである。
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また、必要に応 じて生活保護担当課 と情報交換を行い、住宅手当と生活保護の併

給確認を行 うとい う方法も有効であると考えられる。

このように、不正が疑われる申請に関 しては、現地調査等の実施や、生活保護 担

当課、総合支援資金貸付実施機関及び関係 自治体等の関係機関と連携を図るなどの方

法により、不正受給防止対策の推進に努めていただくようお願いする。

また、不正受給事案については、警察等捜査機関への告訴・告発や捜査への協 力

を行 うなど厳正な対応を行つていただきたい。
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自立支援の充実 。強化について

(1)自 立支援プログラムの一層の推進について

ア 自立支援プログラムの更なる活用について

生活保護受給者に対する自立支援は極めて重要であ り、組織的に生活保護受給世

帯の自立を支援するため、平成 17年度から自立支援プログラムを導入 している。

厚生労働省 としては、自立支援プログラムの推進のため、

・ セーフティネット支援対策等事業費補助金による自治体の実施体制整備の支援

拡充

・ 労働行政等関係機関との連携の強化

・ 各 自治体における先進的な取組状況に関する情報の提供

等を通じて、引き続き自治体の取組を支援していくこととしている。

平成 21年度末現在の自立支援プログラムの策定状況は、下表のとおりであり、

各自治体の取組は着実に進んでいると考えられるが、一方で、生活保護受給世帯の

抱える課題は多様化しており、これまで以上にきめ細かい支援が求められている。

各自治体においては、平成 21年 3月 に全福祉事務所に配布した「生活保護自立

支援プログラム事例集」及び今年度内に作成予定の同事例集第二弾等を参考に、更

に幅広い自立支援プログラムの策定・実施に取り組まれたい。特に、現下の経済・

雇用情勢を踏まえ、稼働年齢層の生活保護受給者に対する更なる就労支援の充実・

強化をお願いする。

【自立支援プログラム策定数】 (単位■プログラム)

22年 3月 末 21年 3月 末 増 加 数

経済的自立に関する自立支援プログラム

(生活保護受給者等就労支援事業活用プログラムは除く)

1, 549
(846)

1, 517
(842)

+32

日常生活自立に関する自立支援プログラム
2, 008
(804)

1, 801
(739)

+207

社会生活自立に関する自立支援プログラム
307

(210)
287

(199)
+20

△
ロ 計 3, 864 3,605 +259

(22年 3月 末欄の

(21年 3月 末欄の
は策定自治体数 (886自 治体中))
は策定自治体数 (892自 治体中))

(厚生労働省保護課 調べ
)
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【自立支援プログラム実施状況】 (単位 人 )

21年度 20年度

凛筵舅轟蝋義曇醐認ヌ銘轟く)

124, 210 85, 583

日常生活自立に関する自立支援プログラム 36, 246 28, 114

社会生活自立に関する自立支援プログラム 16, 597 15,441
△

計 177, 053 129, 138

(厚生労働省保護課調べ
)

また、すべての自治体において、生活保護受給者等就労支援事業以外の就労支援

に関するプログラム及び債務整理に関するプログラムの策定をお願いしていたところ

であり、未だ策定していない自治体におかれては、早急に整備するよう改めてお願い

する。

【就労支援に関する自立支援プログラムの策定状況】

22年 3月 末 21年 3月 末 20年 3月 末

就労支援に関する自立支援プログラム 1,480
(845)

９

２

６

４

４

８

９

５

２

６

３

７

(厚生労働省保護課調べ
)

【債務整理等に関する自立支援プログラムの策定状況】

22年 3月 末 21年 3月 末 20年 3月 末

債務整理に関する自立支援プログラム
１

７

８

１

７

７

651
(592)

１

２

５

４

(厚生労働省保護課調べ
)

イ 新 しい公共 と協働 した生活保護受給者の社会的な居場所づくりについて

平成 20年秋のリーマンショック以降、稼働能力を有すると考えられる、いわ ゆ

る「その他の世帯」が急増する一方で、就労を希望 しているが、なかなか再就職に繋

が らず、求職活動が長期化する中で働 く意欲を失つてしまい、就労とい う形での社

会 との繋が りを失つた結果、社会から長 らく孤立する方が増えてきている。

こうした方々は、企業等の一般就労による経済的自立だけではなく、あわせて 、

日常生活 自立や社会生活 自立を考慮 して社会 とのつなが りを結び直す支援を行 うこ

とが必要である。

また、学業や進学の環境が十分に用意 されない生活保護世帯の子 どもが成長 し、

再び生活保護世帯になるとい う、いわゆる「貧困の連鎖」を防止するために、ま ず
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は地域に子どもがありのままでいられるような場を確保 し、学習支援と共に社会性

や他者との関係を育む支援を行 うことが必要である。

このように生活保護受給者が社会とのつながりを結び直すことができるようにす

るためには、生活保護受給者のための「社会的な居場所」づくりを進めることが極

めて有効であるとともに、当事者 (生活保護受給者)を 中心として、企業、NPO、 社

会福祉法人、住民等と、福祉事務所をはじめとする行政が協働する「新しい公共」

が不可欠であるという考えのもと、研究会を開催し、各自治体の取組を促す具体的

な方策について検討を行い、平成 22年 7月 に報告書がとりまとめられた。

この報告書で提示した考え方等に基づく取組については、自治体の創意工夫によ

る取組が促進されるよう、平成 23年度予算案においてセーフテイネット支援対策

等事業費補助金のメニューに「社会的な居場所づくり支援事業 (国 10/10補助)」 を

創設することとしている。

社会的な居場所づくり支援事業実施要領 (案 )

目的

NPO、 企業、市民等 と行政 とが協働する 「新 しい公共」により、社会から孤

立しがちな生活保護受給者への様々な社会経験の機会の提供や、貧困の連鎖を

防止するために生活保護世帯の子どもの学習支援を行 うなど、生活保護受給者

の社会的自立を支援する取組の推進を図る。

2 対象者

社会 とのつなが りを結び直す必要のある被保護者又は子 どもの健全育成のた

めの支援が必要な生活保護世帯

3 事業内容

(1)ボ ランティア活動や中間的就労などの社会参加活動 (福祉、環境等に関

する地域貢献活動、公園管理者等のもとでの公園清掃等)への参加によ

り、地域社会 との交流の維持、就労習慣の向上等を目指す事業

(2)協力事業所における就労体験を実施 し、社会経験を積ませ、就労意欲を

助長 させ ることにより、段階的な常用雇用を支援する事業
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(3)民間団体等が実施するグループカウンセ リング等への参加により、アル

コール依存、ギャンブル依存等の 日常生活上の問題を抱える者が 自立 した

日常生活を営めるよう支援する事業

(4)精神科病院等退院者に対 し、家事 。服薬管理の生活指導、地域住民 との

交流の場の提供、社会福祉施設等における退院後の訓練を行 うこと等によ

り、居宅生活継続を支援する事業

(5)子 どもやその親が 日常的な生活習慣を身につけるための支援、子 どもの

進学に関する支援、引きこもりや不登校の子 どもに関する支援等を行い、

生活保護世帯の子 どもが健全に育成 される環境を整備する事業

(6)上記 (1)か ら(5)ま での事業以外で、生活保護受給者の自立を支援するた

めに自立支援サー ビスの整備を行 う事業

4 実施主体

都道府県、指定都市、中核市又は市区町村 (町村については福祉事務所 を設

置 している町村に限る)

5 事業実施方法

新たな福祉課題に対応 し、多面的で効果的な自立支援を行 うには、様々な主

体の特質を生か したきめ細かな支援を行 う必要があることから、本事業の実施

にあたっては、行政 と企業、NPO、 社会福祉法人、住民等が協働する「新 し

い公共」による支援を極力検討すること。

ただ し、適当な協働先がないなど、 「新 しい公共」による実施が困難な場合

には、行政による直接実施を妨げない。

【釧路市における取組事例】

生活保護受給者に対して、就業体験的ボランティア事業プログラムによる支

援から、就労支援プログラム、資格取得等のプログラムによる支援に繋ぎ、日

常生活自立や社会生活自立、経済的自立へと支援する。
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>支 援内容例

・作業所ボランティア (知的障がい者施設 )

知的障害者の方 とコミュニケーシ ョンをとりなが ら作業の補助を行 う。

・ヘルパー同行 (介護事業所 )

介護職員に同行 して高齢者宅を訪問 し、介護の補助を行 う。

・公園管理ボランテ ィア (釧路市公園緑化協会 )

公園管理業務を行 う。

・インターンシップ (リ サイクル事業所 )

インターンシップ として、民間事業所で産業廃棄物の選別作業を行 う。

>取 組の成果

・表情が明るくな り顔色が良くなった

。自信を取 り戻 し生活面が前向きになつた

・病院へ行 く回数が減った

・就職に前向きにな り、就職活動を行 うようになつた

・就業体験により雇用主の信頼を得て、雇用につながつた

【埼玉県における取組事例】

生活保護世帯の貧困の連鎖を断ち切る支援 として、困難を抱えた親の養育

相談に応 じるとともに、中学 3年生に進学の動機づけを行い、学習支援を通

じて基礎学力の向上を図る。

また、子 どもたちと高齢者の交流を通 じ、 「支え合い」の気持ちを育む。

>支 援内容

・教育相談員が家庭訪間を行い子 どもの養育相談、進路相談

・高校入試に向けての学力向上及び基礎学力向上のため学習教室への勧誘

・県内大学 と連携 し、学生を活用 したボランティアによる学習支援教室

を開催

0県老人福祉施設協議会 と連携 し、特別養護老人ホームに学習教室を置

くことで、子 どもたちと高齢者 との交流の機会を設定

>取 組の成果

・子 どもの頑張 りに親が刺激 され就労意欲が生まれる

。不登校、ひきこもりから抜け出すきつかけとなる

・個別指導の中で学ぶ意欲が生まれた

。孤立 しつつある親 と子 どもの支え役

・学習支援を通 じて高校受験への意欲が高まる

・特別養護老人ホーム入所者 とのふれあい
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・老人福祉施設入所者 とのふれあい

・福祉事務所、 CW、 民生委員、学校等 との協力体制が強まる

。保護者、子 どもたちの悩みや願いに対応 した取組 となつている

また、本年度内の完成を目途 として、現在、新 しい公共 とな りうる民間団体等の

全国版 リス トと活動事例や、先駆的な自治体の取組をまとめた事例集の作成等 も進

めている。

これ らの事例集等を参考にするとともに、社会的な居場所づ くりの必要性や、新

しい公共 と協働することの意義についてご理解いただき、積極的に取組を進めていた

だくようお願いする。

(2)就労支援の一層の推進について

ア  「福祉から就労」支援事業について

平成 17年度から、地方 自治体 とハローワークが連携 して、就労能力及び意欲 を

一定程度以上有 している生活保護受給者及び児童扶養手当受給者に対 して、生活保

護受給者等就労支援事業を実施 している。

更に積極的な就労支援を行 うため、地方自治体 とハローワークが、お互いの役害J

分担、支援対象者数、就職者数及び事業 日標等を明記 した協定を締結 して就労支援

を実施する 「福祉から就労」支援事業を、平成 23年度予算案に計上 している。

モデル協定事例等、詳細は追ってお示 しするが、各 自治体においては、生活・ 就

労支援協議会等を活用 しながらハローワークとの連携を一層促進し、生活保護受 給

者への就労支援を強化 していただくようお願いする。

イ 就労支援員の増配置について

近年、生活保護受給者、特に稼働能力を有すると考えられる、いわゆる「そのftLの

世帯」が急増する中で、ハローワークヘの同行や面接支援等特別なサポー トを必要 と

する生活保護受給者の就労支援を専門的に行 う就労支援員は、生活保護受給者の 自

立に対 して大きく効果があるとともに、厳 しい雇用情勢下にあっても費用対効果

(人件費に対する新規就労・増収による保護費の減額効果)が 3倍程度に達する等 、

保護費の適正化にも大きな成果を上げている。
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また、多 くの福祉事務所が生活保護現業職員の十分な確保に苦慮 している現状に

おいて、稼働能力のある生活保護受給者が急増する中で、こうした方々に対する受

給直後か らの早期の自立、就労支援が効果的であることを踏まえると、現場におい

て早急にきめ細かな支援を行 う体制整備が必要であり、就労支援員は必要不可欠な

存在 となってきている。

このため、平成 21年度第 2次補正予算において、就労支援員の確保に必要な経

費を各都道府県の基金 (緊急雇用創出事業臨時特例基金・補助率10/10)に 積み増 し

いただいたところであるが、平成 23年 1月 時点で就労支援員の配置 (民間企業等

への委託方式を含む)は全国で1,269人にとどまるとともに、自治体によつては、

「その他の世帯」を多数抱えているにもかかわらず、平成 22年度の就労支援員の

増配置がない、又は極めて少数にとどまるところもある。

平成 22年度補正予算において、平成 23年度の事業継続が確定した ところであ

るので、 「就労支援員の増配置について」 (平成22年9月 14日 社援発0914第7号厚生

労働省社会・援護局長通知)を基に、就労支援員を更に増配置いただき、効果的な

就労支援事業の推進に取 り組んでいただくようお願いする。

また、平成 21年度及び 22年度に開催 した就労支援員の全国研修会については、

23年度 も開催する見込みであるので、積極的な参加をお願いする。
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平成′23年度生活保護基準について

(1)平成 23年度生活扶助基準について

生活扶助基準の改定は、一般国民の消費水準との均衡を図るという観点 (水準均衡

方式)から実施 してお り、具体的には、政府経済見通 しの民間最終消費支出の伸び率

を基礎 として、社会経済情勢等を総合的に勘案 した上で改定 している。

平成 23年度の生活扶助基準の改定については、こうした考え方に基づき、 これま

での基準に係る経緯を踏まえ、現在の経済、雇用情勢等を総合的に勘案 した上で、据

え置 くこととした。 (別紙 1参照 )

なお、生活保護基準については、 5年に 1度実施 される全国消費実態調査の特別集

計データ等を用いて、専門的かつ客観的に評価 。検証を実施する必要があることから、

評価・検証する場 として、先月、社会保障審議会に生活保護基準部会が設置されたと

ころである。同部会では、まずは生活保護基準の専門的かつ客観的な評価・検証の方

法等について議論を開始 し、月 1回程度での開催を予定 してお り、その検討経過 につ

いては適宜情報提供 してまい りたい。

(2)子 ども手当の増額に伴 う対応について

子 ども手当は 「次代の社会を担 う子 ども 1人ひとりの育ちを社会全体で応援す る」

とい う考え方の下で導入 されたものであり、その効果が生活保護受給世帯の子 どもに

も等 しく及ぶよう、生活保護の児童養育加算は子 ども手当と同額 としている。

このような考え方を踏まえ、平成 23年度予算案において 3歳未満の子に対す る子

ども手当が増額されることに伴い、児童養育加算についても従前の対応に従い、子ど

も手当と同額 となるよう引上げを行 うこととしている。

なお、児童養育加算の改定については、国会に提出されている「平成二十二年度に

おける子 ども手当の支給等に関する法律案」の成立を踏まえ対応するのでご留意願い

たい。

(3)そ の他

生活扶助 (重度障害者他人介護料等)、 住宅扶助 (住宅維持費)、 出産扶助、生業

扶助の技能修得費 (高等学校等就学費を除く。)及び勤労控除 (新規就労控除)につ

いては、それぞれの扶助等の性格を踏まえ、費用の実態等を勘案 し、所要の改定を実

施することとしている。
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(別紙 1)平成 23年度予算 (案)における基準額 (月 額)の具体的事例

1.標準3人世帯 【33歳、29歳 、4歳】

3級地-1:輪 島市、 3級地-2:ノ 代ヽ市とした場合の22年度における上限額の例である。

注 2 就労収入が 10万 円の場合の例。

注 3 学齢期の子がいる場合には、教育扶助 として学用品費、教材代等が別途給付される。

2.高齢者単身世帯 【68歳】

注 住宅扶助の額は、 1級地-1:東京都区部、 1級地-2:千葉市、 2級地-1:高松市、2級地-2:日 立市、

3級地-1:輪島市、3級地-2:人代市とした場合の21年度における上限額の例である。

3.母子2人世帯 【30歳、4歳】

3級地-1:輪 島市、 3級地-2:八 代市とした場合の21年度における上限額の例である。

注 2 就労収入が 10万 円の場合の例。

注 3 学齢期の子がいる場合には、教育扶助 として学用品費、教材代等が別途給付される。

:単位 :

1級地-1 1級地-2 2級地-1 2級地-2 3級地-1 3級地-2

生 活 扶 助 175,170 167,870 160,580 153.270 145,980 138,680

住 宅 扶 助      (注 1) 69,800 59,000 53,000 46,000 40,100 34,100

合  計 244,970 226,870 213,580 199,270 186,080 172,780

就労収入が手元に残る額 (勤労控除) (注 2) 23,220 23,220 23,220 23,220 23,220 23,220

医療扶助、出産扶助等 上記額に加えて、医療、出産等の実費相当が必要に応 じ給付される。

丁
~住

宅秩助の額は、 1級地-1:東京都区部 1級地 -2:千 葉市、 2級地 -1: 市ヽ 、 2級地 -2:日

:単 4ヽ■ :

1級地-1 1級地-2 2級地-1 2級地 -2 3級地-1 3級地-2

生 活 扶 助 80,820 77,190 73,540 69,910 66,260 62,640

住 宅 扶 助 (注 ) 53,700 45,000 41,000 35,400 31,000 26,200

合  計 134,520 122, 190 114,540 105,310 97,260 88,840

医療扶助、介護扶助等 上記額にカロえて、医療、介護等の実費相当が必要に応 じ給付される。

1級地-1 1級地-2 2級地-1 2級地-2 3級地-1 3級地-2

生 活 扶 助 152,620 147,380 140,530 135,280 128,440 190

住 宅 扶 助      (注 1) 69,800 59,000 53,000 46,000 40,100 34,100

合  計 222,420 206,380 193,530 181,280 168,540 157,290

就労収入が手元に残る額 (勤労控除) (注 2) 23,220 23,220 23,220 23,220 23,220 23,220

医療扶助等 上記額にカロえて、医療等の実費相当が必要に応 じ給付される。

注 1 住宅扶助の額は、 1級地-1:東京都区部、 1級地-2:千葉市、 2級地-1:高 松市、 2級地-2:日 立市、
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4 生活保護制度の実施について

(1)平成 23年度の保護の実施要領等の改正について

平成 23年度の主な改正事項は、以下に掲げる事項を予定 している。

① 刑務所出所者の実施責任について

刑務所等の出所後、帰住地がないか、又は明らかでない者の実施責任について、

現在地保護を徹底 し、自治体間での実施責任における トラブルを解消する。

特に、刑務所出所後、刑務所所在 自治体以外の自治体で保護 申請を行つた場合、

現在地 (申 請を受けた自治体)が実施責任を負 うことを明確化する。

あわせて、出所後、地域生活定着支援センターの調整を受けて居住地特例のある

施設に出所 した者の実施責任についても明確化する。

② 薬物依存症者の社会復帰対策事業への参加に必要な移送費について

薬物依存症者の社会復帰対策事業への参加に必要な移送費については、生活保護

問答集問758にて認定する場合の考え方をお示ししているが、認定方法に自治体ヽ間

で差異があることが見受けられたことから、取扱いの統一を図る。

③ 高校卒業者に対する世帯認定及び技能習得費の取扱いにういて

世帯認定の取扱いとして、高校卒業後直ちに専修学校又は各種学校に就学するこ

とは認められず、世帯分離する旨の取扱いをお示ししているが、専修学校又は各種

学校に就学する場合以外の取扱いについては明記されていないため、今般、技能習

得費の取扱いとあわせて明確化する。

(2)介護扶助について

ア 社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サービスに係 る利用者負担額

軽減制度事業の生活保護受給者への適用について

厚生労働省老健局では、介護保険サービスを提供する社会福祉法人等が生計困難

者の利用者負担を軽減する場合、国、都道府県及び市町村がその費用の一部を助成

する事業を実施 している。
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生活保護受給者については、同事業の対象外であつたが、昨年 9月 の社会保障審

議会介護給付費分科会の審議とりまとめにおいて、「 (本制度により)生活保護受

給者も、ユニット型施設への入所が可能となるよう、支援制度のあり方について検

討すべき」との意見を踏まえ、平成 23年度から、生活保護受給者の個室の居住費

(シ ョー トステイの滞在費を含む。)に係る利用者負担額について、同事業におけ

る軽減対象に含めることととなった。

施設事業者が同事業を活用することにより、生活保護受給者の利用者負担の金額

軽減 (免除)力 実`施されれば、「生活保護制度における介護保険施設の個室等の利

用等に係る取扱いについて (平成17年9月 30日 社援保発第0930002号社会・援護局保

護課長通知)」 において示す 「介護保険施設の個室等の利用を認める場合」の要件

の二つである「ア (ウ )施設側が利用者の収入の状況等にかんがみ、利用者から居

住費の徴収を行わない場合」に該当すると考えるため、生活保護受給者も介護保険

施設の個室等の利用が可能となることについて、ご了知願いたい。

(制度のイメージ)
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今般の改正内容 (ユニット型個室の例)
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:
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:

i

:

:

生 活 保 護 受 給 者 に

係 る 軽 減 割 合

:生活保護1受絵者の例l

(現 (改 正 後 )

100%

〔改正後l

慇 崚邸勅ら編こ鱗か
ら、億 護購 脚 、藤
農担の発生するコ ト聾怒入
所できな掛,

ア

サービス利用料
(1, 5万円〕

食質(0‐,9万擁}

居住費(2,5万円)

I軍i零零

【従来】

2,4万円

〔生活保護〕

隻薦薇祓

生活保護→

2.4万円
〔生活保護〕

躙 ・ 蠅潮一　　棚

食費{0, 9万到〕

り、100辮覇断級
るため、焼艦難級 ⊃肥憾

“入所が可能となる.
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イ 介護保険施設等における一部ユニ ッ ト型施設の廃止の生活保護制度への影響につ

い
rC

ユニット型施設 とユニット型施設以外の施設の併設施設については、これまで

「一部ユニット型施設」 とい う一類型であつたが、昨年9月 の社会保障審議会介護給

付費分科会における審議 とりまとめを受け、 「指定介護老人福祉施設の人員、設備

及び運営に関する基準 (平成11年 3月 31日 厚生省令第39号)」 等から一部ユニ ット型

施設に係る規定を廃止することとなつた。

この改正により、現在一部ユニッ ト型施設 とい う類型で一つの施設 として運営さ

れている施設については、ユニット型の部分 とユニット型以外の部分でそれぞれ個

別の施設 として指定を受ける必要が生 じるが、新たな指定の結果、施設類型の変更

に伴 う実施責任の変更が想定される。

例えば、介護老人福祉施設 として指定を受けた施設が、一部ユニット型の廃止に

伴い、入所定員が29人以下の施設 として指定を受ける場合は、新たに「地域密着型

介護老人福祉施設」 としての指定を受けることとなる。この場合、介護老人福祉施

設か ら地域密着型介護老人福祉施設への施設類型の変更に伴い、生活保護法の実施

責任について変動が生 じることのないよう、介護保険法等の一部を改正する法律案

(仮称)において、所要の措置を講 じる予定であるので、ご了知願いたい。

(上記の一例 )

定員 100名 の一部ユニ ッ

(定員の内訳はユニ ッ

卜型介護老人福祉施設 (特別養護老人ホーム)

卜型部分定員75名 、多床室部分定員25名 )

(一部ユニット型類型が廃止 )

ユニット型部分は定員75名 なので、介護老人福祉施設としての指定

多床室部分は定員25名 なので、地域密着型介護老人福祉施設としての指定

新たに地域密着型介護老人福祉施設 として指定を受けた多床室部分の生活

保護受給者の実施責任について、従前どお り居住地特例の対象とし、実施

責任が変動 しないよう措置する。
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(3)保護施設の運営及び整備について

ア 保護施設の運営について

精神病院に入院 している生活保護受給者の うち、 2割程度 (約 1.1万 人)は

「受入条件が整えば退院可能な者」 と推計されてお り、これ ら退院可能な生活保護

受給者の地域生活への移行を推進することが求められている。

また一方で、生活保護受給者は精神疾患を有する者の割合が高 く、自殺する方の

割合も全国平均より高い とい う問題が指摘 されてお り、精神障害を抱える生活保護

受給者等の支援体制の強化等、自殺防止対策の実施も求められている。

保護施設においては、これまでも精神科病院からの退院患者など、居宅での生活

が困難な精神障害者の受入れを行つてきたところであるが、地域移行支援及び地域

生活の継続支援の充実強化を図る観点から、新たに平成 23年度予算案においては、

救護施設に精神保健福祉士を加配 した場合の加算措置を講 じるほか、精神状態の悪

化など一時的に不安定になった際における一時保護入所を実施することとしている。

各 自治体におかれては、管内の救護施設 との連携を図 り、救護施設を活用 した精

神障害者等の支援に積極的に取 り組まれたい。

救護施設の機能を活用した精神障害者等の地域生活支援対策について

○ 精神障害等を抱える生活保護受給者の地域移行の推進を図るとともに、地域で生活しているこれらの精神障害

者等の孤立防止・自殺予防を含めた居宅生活継続支援者テうため、救護施設に精神保健福祉士を配置し、精神障

害者等の地域移行に向けた訓練や、居宅等で生活する精神障害者等の症状が不安定になった場合に一時保護入

所を行う。 【施設事務費負担金の拡充】

救護施設 (施設事務費負担金 )

居宅生活訓練事業(指導員2名 )

アパート等を使い、より居宅に近い環
境で実体験的に生活訓練を行う。

【施設内処遇】
施設内処遇を通じて、基本的な生活訓練 (他

人とのコミュニケーションや、掃除・洗濯等の基

本的な家事、金銭・物品の管理、買い物等 )を行
う。(6ヶ月間程度 )

耐 ヽ

通 所事 業 (指導員 2～3名 )

通所訓練、訪問指導を通じ、生活指導や生活訓練等を行うことにより居宅生活の継続を支
援する。

一時的に心身不安定となった居宅生活者を一時的に救鍾施設で受け入れる。

(施設事務費負担金にお 1す るF案綾私ぃ 1で対応)    G7議
露猿 ^修゛

※ 現行はセーフティネット支援対策等事業費補助金により対応 鑢 鰺藤

1福1祉1事務1所■|(セ■,テイネ

'卜

支1緩1対
1策等1事1業)

緒濤1裸健1権 1凛 |■ |■め雇|■‐を行うな|ど
,|よつt①蒸1疎●筆●八時

=者
|●‐導昧華 ●1調1華やl②家事1凛率1管 1理●

=|=‐

着導●ヽ 年|■|
あ1養1流|あ 1場 |あ 1提供など01支 1援を行うま精‐神障1害 1者等退院健進1事業)
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(ア )救護施設における精神保健福祉士カロ算の創設について

精神障害者等に対する地域生活への移行に向けた生活訓練など、救護施設 におけ

る精神障害者等への地域移行支援の充実強化を図るため、平成 23年 4月 か ら、精

神障害を抱える生活保護受給者の入所割合が高い施設において、精神保健福祉士を

加配 した場合について、保護施設事務費の加算措置を行 う。

【精神保健福祉士の加算配置数】

害者等入所率 70～
79%

80～
89%

90～
95%

95%～

100人 以下 1人 1人 1人 1ノ、

101人 以上 150人 以下 1人 1人 1人 1メ 、

151人 以上 200人 以下 1ノ、 2ノ、 2人 2ノ｀

201人 以上 2人 2ノ、 2人 2人

(イ )一時的入所にかかる保護施設事務費の実績払いの導入について

精神科病院や保護施設から退院・退所 し居宅生活に移行 した生活保護受給者が、

症状等の悪化により不安定な状態になった場合、再入院を防止し、居宅生活が継続

できるよう支援を行 うため、平成 23年 4月 から、保護施設において一時的保護入

所を行 うこととする。

保護施設事務費について、具体的には、原則 7日 間程度 (1か月を超えない範

囲で延長可)の一時的な入所に対 して、入所 日数に応 じた実績払いを行 うこととす

る。 この措置に伴い、従来セーフティネ ット支援対策等事業費補助金で実施 してい

た 「救護施設居宅生活者ショー トステイ事業」については廃止するので御了知 され

たい。

イ 保護施設の整備について

平成 23年度の社会福祉施設等施設整備費補助金の協議に係 る留意事項について

は、 「平成 23年度社会福祉施設等施設整備費の国庫補助に係 る協議等について」

(平成23年2月 16同 社援発0216第 3号厚生労働省社会・援護局長通知)において既に

通知 しているため、各地域における保護施設に対する需要やその役割 を検討 した上で

必要な整備について協議 されたい。
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(4)ブ ロック会議の開催について

平成 23年度では、岩手県 (北海道・東北・関東信越ブロック)、 愛知県 (東海・

北陸・近畿ブロック)、 福岡県 (中 国・四国・九州ブロック)において開催を予定 し

てお り、開催時期は平成 22年度 と同様、平成 23年 10月 頃を予定 しているので、

ご了知願いたい。
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不正受給対策の推進等について

1)無料低額宿泊施設等について

無料低額宿泊施設及び社会福祉各法に法的位置付けのない施設 (以下「無料低額宿

泊施設等」という。)については、平成 21年 10月 に実態調査結果を公表し、一部

の施設において不適切な事案が見受けられたことを踏まえ、早急に講じる対策 として、

下記の事項について留意いただくよう、同月に各自治体に対して通知を発出したとこ

ろである。

① 訪問調査の徹底や劣悪な住環境にある場合などの転居支援

② 消防署が行 う防火安全対策への協力

③ 未届施設に関する関係部局との連携

④ 生活保護費の本人への直接交付の徹底

⑤ 無料低額宿泊施設の収支状況の公開の徹底

また、昨年 5月 においては、無料低額宿泊施設等に関する運用改善を図る通知改正

を行い、主に以下の事項について改正を行つた。

① 無料低額宿泊施設に入所している者に対する訪問活動の徹底

② 劣悪な施設からの転居の支援 (敷金の支給要件の緩和・明確化、移送費の支給

要件の明確化、転居指導の明確化)

③ 劣悪な施設への入居防止 (劣悪な施設に入居する場合等は、敷金等は支給 しな

い)

④ 住宅扶助費の適正化 (一居室に複数人が入居する場合は、住宅扶助基準額を人

数で除した額等により認定する旨を明確化)

無料低額宿泊施設等をめぐる問題、いわゆる「貧困ビジネス」は依然として後を絶

たず、適正な運営が強く求められることから、各自治体におかれても、引き続きこれ

らの通知に関する事項について徹底するようお願いする。とりわけ入居者に対する定

期的訪問や生活保護費の入居者本人への直接交付が徹底されていない自治体も見受け

られるので、これらの徹底をあらためて図られたい。

また、平成 22年度から、予算事業として新たに「居宅生活移行支援事業」を実施

し、地方自治体が適切と考える無料低額宿泊施設に対し、入居者の居宅生活に向けた

支援を委託する際の費用を補助することとしている。
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本事業は、平成 23年度以降も継続する予定であるので、生活保護行政の適正な運

用及び生活保護受給者に対する適切な支援が図 られるよう、無料低額宿泊施設等に対

する指導監督 とあわせて、積極的に本事業の活用を検討いただきたい。

さらに、無料低額宿泊施設等をめぐる不工事案を解決す るため、昨年 5月 、民主党

において、生活保護受給者に住居 と食事等の生活サービスをセ ットで提供する事業者

に対する刑罰 も含めた新たな事業規制を導入するための議員立法案 (「被保護者等住

居・生活サービス提供事業の業務の適正化等に関する法律案」)が策定されたところ

である。

現在、民主党において、同議員立法案の国会提出・成立に向けた準備が進められ、

厚生労働省 としても必要な協力をしているが、各 自治体におかれても、その内容につ

いてあらかじめ御了知願いたい。

なお、本年度御協力をいただいた無料低額宿泊施設等に関する実態調査結果につい

ては、集計がとりまとめられ次第周知する予定である。

(2)要保護者の適切な把握のための関係機関等 との連携強化について

昨年の記録的な猛暑においては、生活困窮者が公共料金等を滞納 し、電気・ガス等

の供給が止められ、死亡に至るとい う大変痛ましい事案が発生 した。こうした事態を

踏まえ、要保護者の把握のための関係部局・機関等との連絡・連携体制の強化を図る

ため、昨年 10月 1日 に関係通知 (「要保護者の把握のための関係部局 0機関等 との

連絡・連携体制の強化の徹底について (厚生労働省社会・援護局保護課長通知)」 を

発出し、生活困窮世帯における電気等の供給停止に際 して、電気・ガス等の事業者等

と福祉事務所の連携を強化するようお願い したところである。

今後 とも、同通知について御留意の上、これ ら事業者等 との連携の強化を進めると

ともに、猛暑 日等には必要に応 じて、特に高齢者等に対する訪間、電話かけ等を行い、

安否、健康状態の確認に努められたい。

なお、安否確認等にあたつては、高齢者担当課等とも調整 しつつ、ケースワーカー

による訪問活動等のほか、民生委員や地域包括支援センター、NPO法人等、地域の社会

資源 との連携、活用についても検討 されたい。
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(3)会計検査院からの指摘について

〇 年金加入状況等の把握について

生活保護の実施に当たつては、生活保護法第 4条に基づき、その利用 し得 る資産、

能力あらゆるものを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件 とし

てお り、年金などの社会保障施策等の活用が前提である。

今般、会計検査院より、昨年 10月 20日 付けで通知 された処置要求において、

厚生年金の脱退手当金及び国民年金の任意加入の活用が十分でない自治体が見受け

られたとの指摘を受け、以下の改善が求められたところである。

① 厚生労働省は、事業主体に対して、年金及び生活福祉資金制度について改め

て周知徹底を図るとともに、事業主体が脱退手当金を受給できる者及び国民年

金の任意加入により年金受給権を取得できる者を確実に把握するよう、これら

年金給付の有無等を確認するための必要な様式を事業主体に示す等の措置を講

じること

② 厚生労働省は、事業主体に対して、次のような指示及び技術的助言を行 うこ

脱退手当金の裁定請求及び国民年金の任意力日入手続について生活保護受:給

者に対する指導を十分に行うこと

イ 生活福祉資金貸付金を活用するため、都道府県社会福祉協議会等との連携

を強化すること

③ 厚生労働省は、事業主体及び都道府県社会福祉協議会に対して、生活保護受

給者が任意加入により年金受給権を取得できる場合には、生活福祉資金を貸し

付けることができること、貸付要綱等で定められた期間について貸付金の償還

を猶予できることを十分に周知すること

④ 厚生労働省、都道府県等が実施主体に対して行 う生活保護法施行事務監査の

際に、脱退手当金ρ受給及び国民年金の任意加入に係る他法他施策の活用を図

ることについて、改めて指示を徹底すること

上記の指摘を踏まえ、まずは一定年齢以上の生活保護受給者の年金加入状況に

ついて、 「ねんきん定期便」等を活用するとともに、年金事務所や市町村の国民

年金担当課等 と連携の上、必要に応 じて生活保護法第 29条に基づく調査を実施

し、年金加入状況を適確に把握するよう管内の福祉事務所に周知 されたい。

と

　

ア
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また、年金加入状況を把握 した結果、特に任意加入すれば 1年以内に年金受給

権を得 られると認められる生活保護受給者に対 しては、任意加入に関する手続に

関する必要な助言・支援を行 うほか、年金受給権が得 られると認められない生活

保護受給者であっても、脱退手当金について活用の可能性がないか調査するよう、

管内の実施機関に指導 されたい。

なお、会計検査院の指摘のうち、上記①及び②については、追って厚生労働省

社会・援護局保護課において同省年金局及び日本年金機構と協議の上、具体的な

事務の進め方をお示しする予定であるので、予めご了知願いたい。上記③につい

ては、都道府県・指定都市において、福祉事務所の認識が不十分と認められる場

合は、都道府県 。指定都市において改めて周知していただくようお願いする。

○ 不動産等の資産活用の徹底について

生活保護の実施にあたつては、収入だけでなく、所有する不動産等の資産につい

ても、上記の年金等の社会保障施策 と同様に、活用することが前提である。

今般、会計検査院より、昨年 10月 28日 付けで通知 された処置要求において、

特に不動産担保型資金による資産の活用が適時適切に行われていない自治体が見受

けられたとの指摘を受け、以下の改善が求められたところである。

① 厚生労働省は、事業主体等に対 して次のような指示及び技術的助言を行 うこ

と

ア 事業主体に対 して、生活保護の実施において、生活保護受給世帯の保有す

る不動産資産の活用を図ることについての認識を徹底 させるとともに、全国

会議等で、その活用が適切に行われている事業主体の事務処理、研修教材等

の優良事例を取 り上げるなどして被保護世帯の保有する資産の活用の徹底を

図ること

イ 事業主体において、生活保護受給世帯の不動産資産の状況について適時適

切に把握するための体制を整備すること

ウ 生活保護受給世帯に対する援助方針等に、不動産担保型資金貸付制度の利

用についての方針を定めるとともに、同貸付制度を利用 した不動産資産の活

用について、生活保護受給者に対 して具体的な説明や指導を行 うこと
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工 事業主体及び都道府県社会福祉協議会に対 し、不動産担保型資金等の事務

手続をより分か りやすく明示することにより、同貸付制度についての誤認を

防止等すること

オ 事業主体と都道府県社会福祉協議会 との連携を強化すること

② 厚生労働省、都道府県等が事業主体に対 して行 う生活保護法施行事務監査の

際に、被保護世帯が保有する資産の実態把握及び活用状況の確認を徹底 し、制

度の活用等が十分でない実施主体に対 して改めて指示を徹底す ること

上記の指摘を踏まえ、不動産担保型資金貸付制度について、再度理解を深め

るとともに、まずは生活保護受給世帯が所有する不動産資産の状況について適

切に把握の上、資産台帳等を整備 し、組織的に管理 されたい。

また、これ らの指摘の うち、研修教材等の事例提供や資産台帳等を管理するため

の様式等については、追つてお示 しする予定であるので、予めご了知願いたい。

(4)年金担保貸付利用者の取扱いについて

年金担保貸付制度については、昨年 12月 7日 に閣議決定された「独立行政法人の

事務・事業の見直 しの基本方針」において、 「十分な代替措置を講 じた上で廃止」と

い う今後の方針が示されたところである。

これを踏まえ、厚生労働省年金局において、代替措置 となり得 る他制度の検証を行

いつつ、事業の廃上に向けた具体的な検討を進めている。

一方、同制度の廃止に向けた当面の取組 として、現行制度の運用の厳格化について、

生活保護関係部局等と連携 しつつ、年金担保貸付を契機に生活保護の申請を行 う者に

対 しては、貸付制限を強化する方策を検討 している。

現在、厚生労働省社会・援護局保護課から独立行政法人福祉医療機構に対 し、各地

方公共団体から報告いただいているこれ らの者のリス トを情報提供 し、保護受給期間

中は審査時に貸付制限をしているが、今後、厚生労働省年金局及び独立行政法人福祉

医療機構 と調整の上、更なる適正化に向けた検討を進めている。

具体的な取扱いについては、今後改めてお知 らせすることとしているが、引き続き、

年金担保貸付を契機に生活保護の申請を行 う者に対 しては、厳格な態度で対応すると

ともに、年金担保貸付制度において貸付制限を行 う生活保護受給者の リス ト作成に当

たつては、積極的に情報提供いただきたい。
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なお、リス ト作成に関する情報提供に当たつては、記載ミス等による審査時のエラ

ーが生じないよう御配慮いただきたい。また、現在厚生労働省に登録されている情報

について、廃止登録の漏れがないか等の確認作業を追つて依頼する予定であるので予

め御了知願いたい。

(5)課税調査の徹底について

従来より、生活保護受給者からの収入申告を求めることとあわせて、課税調査等を

活用して生活保護受給者の収入、資産状況を適確に把握することが必要であり、税務

担当官署の協力を得て、課税調査の徹底と不正受給の早期発見の実施をお願いしてき

たところである。

しかしながら、会計検査院から、一部の自治体において本調査の取組みが十分に実

施されていない旨の指摘があつたことや、課税情報の閲覧可能時期が翌年の6月 以降

となるため、恣意的に課税調査時期に保護を辞退し、不正受給の発覚を逃れる等の不

正事案も想定されること等の実情を踏まえ、課税調査については、調査対象期間 (課

税期間)において生活保護を受給していた者全員を対象に実施するようをお願いする。

管外に転出した者や生活保護を廃止となつた者についても、生活保護費の不正受給

は厳正に対応すべきであり、生活保護受給者間の公平性の確保を図る観ッ点から、調査

対象とされたい。

(6)医療扶助 0介護扶助の適正化について

「IT新改革戦略」 (平成 18年 1月 19日 IT戦略本部)に基づき、平成 23年

4月 から、生活保護の医療扶助に関する診療報酬明細 (レセプ ト)の電子化が全 自治

体において本格運用 される。

厚生労働省 としては、これまで医療扶助 レセプ トの電子化に対応するため、 「生活

保護等版 レセプ ト管理システム」ソフ トウェアの開発を行い、全 自治体に配付 し、さ

らに、電子 レセプ トを受領するための専用パ ソコン等設備 を導入する際の費用につい

ても、平成 22年度のセーフティネ ッ ト支援対策等事業費補助金において補助する等

の対策を講 じ、早期の受領体制の整備をお願いしてきたところである。
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電子 レセプ トが導入 されることによつて、都道府県等本庁及び各実施機関において、

電子化 された医療 レセプ トを基に、管内全体や医療機関別、生活保護受給者別の医療

費分析、傷病別分析など、多彩な統計・分析機能を用い、的確に現状分析が可能 にな

るだけでなく、医療扶助の適正化に向けた取組や生活保護受給者に対する受診指導等

にも活用することができるため、適切な運用開始及び積極的な取組をお願いする。

また、電子 レセプ トの活用等を通 じ、以下に掲げる医療扶助の適正化に向けた取組

を実施するよう、併せてお願いする (詳細については、追つて通知でお示 しする予定

である)。

なお、電子 レセプ トを活用 した医療費分析等の具体的な方法・マニュアルについて

は、関係 自治体等も交えた場で検討 しているところであ り、本年度内を目途にその結

果をお示 しする予定であるので、予めご了知願いたい。

(電子 レセプ トの活用等を通 じた医療扶助の適正化に向けた取組 )

ア 電子 レセプ トを活用 したレセプ ト点検の強化

医療扶助 レセプ トの点検は、医療扶助を受けている生活保護受給者の病状把握を

行 うとともに、医療扶助費の適正な支出を図るために必要不可欠なものである。

医療扶助費の適正な支出のため、全 自治体におかれては、既 に全医療扶助 レセプ

トについて資格 。内容点検を実施 していただき、適宜点検効果の検証を行い、効果

が不十分と思われる場合は外部点検業者への委託等の点検方法の見直 しをお願いし

ているところである。今後もセーフティネ ット支援対策等事業費補助金の交付に当

た り、当該点検事業について効果的・効率的な取組に対 しては、他に優先 して採択

していく方針であるので御了知願いたい。

また、電子 レセプ トを活用することで、資格点険においては、医療券の有効性を

はじめ、医療扶助受給資格の有無についてこれまでよりも簡易にチェックできるよ

うになり、また、連続月 (3ヶ 月分等)の レセプ トに対 し診療内容を点検する縦覧

点検においては、当該受給者ごとのレセプ ト抽出 (紐付け)等が、紙 レセプ トに比

較 し、格段に効率化が図られることから、これまで以上に実効性のある適正な点検

実施をお願いしたい。
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イ 指定医療機関への効果的・効率的な指導

昨今、奈良の山本病院事件をはじめ、生活保護受給者に対 して架空・過剰な診療

を繰 り返す等、不正請求を行 う生活保護の指定医療機関等が散見されている。

都道府県・指定都市 。中核市本庁においては、医療扶助の適正な運営に向けて、

これまでも指定医療機関に対する検査及び指導を実施 していただいているところで

あるが、実効性ある検査・指導の実施のため、他の社会保険医療を担当する地方厚

生局、国民健康保険部局等の関係部局 と定期的に情報の共有化を図るとともに、合

同検査の実施を検討するなど連携強化に努められたい。

また、電子 レセプ ト等により、管内の生活保護の指定医療機関からの請求状況を

集計 。分析 していただき、生活保護受給者に関する請求件数の割合が極めて多い等、

他に比べ突出しているケースについては、嘱託医等の協力を得ながら重点的にレセ

プ トの個別内容審査を行い、請求内容に疑義がある指定医療機関に対 しては個別の

指導を実施 されたい。

ウ 向精神薬における適正受診の徹底

昨年 4月 に生活保護受給者が向精神薬を営利 目的で大量入手していた事案を受け、

同月に緊急サンプル調査を実施 し、調査結果については同年 9月 に公表 したところ

である。その結果、同一月に複数の医療機 関か ら向精神薬 を処方 されていた者

約2,600人 の うちの約 7害Jに 当たる約 1,800人が、複数の医療機関から不必要に同種の

向精神薬を入手するなど、不適切な受診行動が認められた。今回の調査で不適切な

受診行動が認められた受給者に対 しては、医療機関を一本化する等早急に改善指導

に取 り組むよう
.に

全 自治体に指示 したところであるが、今後の対応 として、

① 電子 レセプ トの活用等により同一薬の重複処方のチェックが容易に実施でき

ることから、これ らにより、向精神薬の処方について、処方 した診療科名、処

方量種類、疾患名等について的確な実態把握に努めること

② 今回の調査結果を踏まえ、昨年 7月 に厚生労働省社会・援護局保護課から日

本医師会等関係団体に対 し協力依頼を行つたが、不適切 と認められる事例を把

握 し、適正受診に向けた改善指導を実施するためには主治医等医療機関の協力

が不可欠である。 したがつて、必要に応 じて、都道府県等本庁から管内医療機

関に対 し、向精神薬の重複処方の防止に関する協力依頼を行 うとともに、複数
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の医療機関から重複 して向精神薬を処方 されている場合等には、主治医等 と協

力 して適正受診指導の徹底を図ること

③ 事後審査 となる医療扶助のレセプ ト点検については、従前のレセプ ト点検に

おいても、同一疾病で複数の医療機関に受診 している重複受診は′点検 していた

が、今回明らかになった事例のように、向精神薬等の重複処方に着 目した点検

は不十分であったと言わざるを得ない。 これまでもレセプ ト点検体制の整備を

含め効果的・効率的なレセプ ト点検に向けた取組をお願い しているが、今回の

事案を踏まえ、今後、レセプ ト′点検実施においては、向精神薬等の重複処方の

点検の徹底をお願いする。

工 後発医薬品の利用促進

生活保護の医療扶助における後発医薬品の使用促進については、生活保護の指定

医療機関等に対 して、社会保険と同様、後発医薬品の使用に努めるよう求めるとと

もに、各実施機関においては、生活保護受給者に対 して、後発医薬品について適切

に選択できるための理解を得 られるよう周知徹底をお願いしているところである。

今後は、電子 レセプ トの活用によって、福祉事務所等は、既に後発医薬品のある

先発医薬品が処方されている生活保護受給者について的確に把握することができる

ようになる。

具体的には、 「生活保護等版 レセプ ト管理システム」を活用することで 「医療機

関別」及び 「個人別」などの後発医薬品の処方実績が把握することができる。

都道府県等本庁及び福祉事務所におかれては、生活保護受給者に係る後発医薬品

の処方実績が他の医療機関と比較 し低調な医療機関に対 し、具体的なデータに基づ

く処方実績を基に、使用が低調な理由等について意見聴取するとともに、使用促進

に向けた協力を依頼 されたい。

また、後発医薬品が処方 されず、先発医薬品が処方されている生活保護受給者に

対 しては、個別に助言・指導を行い、必要に応 じて差額通知 (当 該患者が実際に処

方 されている先発医薬品を後発医薬品に切 り替えた場合の医療費削減額を記載 した

通知)を用いた具体的な援助を実施するなど、後発医薬品の積極的な活用に向けた

理解を得 られるよう、取組を講 じられたい。
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オ 社会保険診療報酬支払基金 との連携強化

今般、社会保険診療報酬支払基金 (以下 「基金」 とい う。)における 「今後の審

査委員会のあり方に関する検討会」において生活保護 レセプ トの審査の充実を図る

こととされ、基金において昨年 11月 審査分から、生活保護 レセプ トを重点的に審

査すべき医療機関を選定 し、その重′点審査を実施 している。

都道府県・指定都市 。中核市本庁においては、医療扶助の適正な運営に向けて、

これまでも指定医療機関に対する指導及び検査を実施 していただいているところで

あるが、実効性のある指導及び検査実施のために、基金 との間の情報の共有、連携

強化に努めるようお願いする。今後、生活保護 レセプ トの重点審査状況等が必要に

応 じて各地方 自治体に情報提供 されるよう、厚生労働省社会・援護局保護課 と基金

とで調整をし、追ってお示 しする予定である。

力 地方厚生局監査の実施について

平成 22年度から、地方厚生局の生活保護監査官等により、都道府県・指定都市

。中核市本庁に対 して、生活保護の医療扶助における適正実施を徹底するために、

生活保護法第 23条第 1項に基づ く生活保護法施行事務監査を実施 している。

平成 22年度に実施 した自立支援医療 (人工透析療法)の優先適用に関する監査

については、まだ優先適用が徹底 されているとは言えない状況であることから、平

成 23年度においても引き続き同監査を実施する予定である。また、新たに、昨年

4月 に実施 した調査により判明した向精神薬に関する不適切な受診状況を踏まえ、

同監査時においても、処方状況の適否・改善状況について聴取する確認監査を実施

する予定である。

都道府県等本庁においては、今後発出予定の通知において、

① 自立支援医療 (人工透析療法)の優先適用にかかる監査では、平成 22年度同

様、 「生活保護制度における他法他施策の適正な活用について」 (平成 22年 3

月 24日 付社援保発 0324第 1号)を踏まえ、福祉事務所においてて作成 され

た台帳を取 りまとめ、厚生労働省に提出していただくこと

② 向精神薬に関する重複処方状況の確認監査では、 「同一月に複数の医療機関か

ら向精神薬が処方 されている者」の台帳を作成、厚生労働省に提出していただく

とともに、監査時までに当該処方状況が適切か否かの審査をしていただくこと
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を依頼す る予定であるので御了知願 いたい。

キ 介護扶助における優先適用の徹底について

平成 21年度において会計検査院が実施 した実地検査において、障害者 自立支援

法による自立支援給付等 と生活保護の介護扶助 との関係についても、自立支援給付

等の優先適用が徹底 されてお らず、是正改善を行 うべきとい う指摘を受けたところ

である。

平成 22年 3月 24日 付けで 「生活保護制度における他法他施策の適正な活用に

ついて (社援保発0324第 1号)を発出したところであるが、生活保護の介護扶助につ

いても、 「生活保護法による介護扶助の運営要領」を改正 し、特に障害者 自立支援

法による自立支援給付の優先適用に関する事務手続及び体制整備について必要な事

項を明らかにしたところである。

これ ら通知において明らかにした手続に基づき、他法他施策の優先適用の徹底に

向けて、生活保護の適切な事務の執行をお願いする。
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生活保護関係予算等について

1)生活保護関係予算について

ア 平成 23年度予算案について

(ア )保護費負担金について

保護費負担金については、各扶助ごとの給付実績を基礎 とした上で、直近の被保

護人員の伸び等や、雇用施策による影響などを踏まえ、対前年度 3, 670億 円増

(16.7%増 )の 2兆 5, 676億 円を計上しているところである。

22年度予算 平成23年度

予算 (案 )当初予算額 補正後予算額

保護費負担金 2兆 2006億円 2兆 4211億円 2兆 5676億円

(イ )セーフティネ ット支援対策等事業費補助金

セーフティネッ ト支援対策等事業費補助金については、医療扶助のレセプ トオ

ンライン請求への対応や、生活保護業務データシステム導入のためのシステム改

修の対応が終了すること等を踏まえ、対前年度▲ 40億円減の 200億 円を計上

しているところである。

生活保護関係の新規事業 としては、企業、NPO、 住民等 と行政が協働する

「新 しい公共」により、被保護者の社会的なつなが りを結びなおす支援や貧困の

連鎖を防止するための子 どもの学習支援等を行 う「被保護者の社会的な居場所づ

くり支援事業」を創設することとしている。

なお、当該新規事業の創設に伴い、従来の 「子 どもの健全育成事業」、 「日常

生活 自立支援事業」、 「社会参加活動活用事業」、 「職場適応訓練事業」につい

ては、 「被保護者の社会的な居場所づ くり支援事業 (国 10/10補助)」 に再編する

ことになるので御留意 されたい。

緊急雇用創出事業臨時特別交付金 (基金)について

住宅手当緊急特別措置事業及び就労支援員の配置による就労支援事業等について
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は、平成 21年度第 2次補正予算より、各 自治体に基金を造成 し事業実施 していると

ころであるが、平成 22年度補正予算において、事業実施期間を 1年間延長 したので、

各自治体においては、よリー層の効果的な事業実施に取 り組んでいただきたい。

ウ 生活保護ケースワーカーに係る地方交付税措置について

生活保護ケースワーカーの人件費については、従前より地方交付税により措置 し

ているところであるが、近年の被保護世帯の急増に対応するため、平成 21年度、

平成 22年度 と増員 されているところである。平成 23年度においては、地方交付

税の算定基礎 となる職員数全体は減員 となる中で、総務省 と調整した結果、引き続

きケースワーカーの増員が図られたところである。

ついては、各 自治体の福祉担当部局においても、これを踏まえ、必要な増配置が

なされるよう関係部局 との調整を図られたい。

【標準団体規模 (道府県 :人口20万人、市町村 :人 口10万人)における

生活保護ケースワーカー算定数】

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

道 府 県 15人 16人 17人 18人

増 員 数 (+ 1 人 ) (+1人 ) (+1人 )

市 町 村 8人 10人 11人 12人

増 員 数 (+2人 ) (+1人 ) (+1人 )

(2)生活保護関係予算の執行について

ア 生活保護費等負担金について

(ア )平成 23年度の執行について

各自治体への生活保護費等負担金の交付は、予算の効率的な執行の観点か ら、

直近実績に基づき算出された各自治体からの所要見込額に基づき実施 していると

ころである。

平成 23年度においても、四半期ごとに所要見込額を把握することとしている

が、現下の厳 しい雇用失業情勢を受けて、特に稼働能力のある生活保護受給者が
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急増す る等、保護動向も大きく変化 していることから、各自治体においては、常

に管内の保護動向等を注視 し、適切に所要額を算出するとともに、これに必要な

財源措置を講 じられたい。

なお、毎年、所要額を過大に見込んで多額の返還金が生 じている自治体が見受

けられるところであるが、限られた財源を有効に活用する観点から、適切に所要

額を算出していただくようお願いする。

なお、従前は全 自治体からの実績報告書の提出後、一括 して交付額の確定を行

っていた ところであるが、今後は、各 自治体からの実績報告書の提出後1頂次、計

画的に確定を行い、早期の精算交付又は返還の手続きを行 うこととしているので、

必要な予算措置等の対応をお願い したい。

(イ )現業員等の詐取等の不正事案の防止について

生活保護費の支給等の事務処理の適正化、詐取等不正事案の報告・把握、詐取

等に係 る生活保護費国庫負担金の精算については、 「現業員等による生活保護費

の詐取等の不正防止について」 (平成21年3月 9日 厚生労働省社会・援護局保護課

長通知)において周知徹底を図つているところである。

しか しながら、未だに虚偽の架空ケースを作成 し、生活保護費を詐取 した事例

や、電算システムによる支給決定に当た り、システム上に決裁機能が組み込まれ

ていないため決裁を経ることなく、そのまま経理システムに流れ、不適切に生活

保護費が支給 される事例等の不工事案が発生 している。こうした事案については、

生活保護行政に対する国民の信頼を損ねるものであり誠に遺憾である。

各 自治体においては、本通知の周知を改めて徹底するとともに、事務処理体制

を再点検 し、不正事案防止に係る電算システムの改修等が必要場合は、セーフテ

ィネ ッ ト支援対策等事業費補助金により優先的に採択することとしているので、

積極的に協議 されたい。

なお、今後、現業員等による生活保護費の詐取等の不正事案発生防止の観点か

ら、改めて経理事務に係る標準的な事務処理手順、留意事項等に関する通知を発

出することを予定 してお り、これ らを参考 とし、更なる不工事案の防止に努めら

れたい。
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(ウ )返還金等の適正な債権管理について

生活保護費等国庫負担金に係る適正な精算については、従前よりお願い してい

るところであるが、会計検査院の平成 21年度決算検査報告において、 3自 治体

で返還金等について収納済額のみを調定額 として計上 したため、国庫負担金 が過

大に交付 されてお り不当であるとの指摘を受けたところである。

また、返還金等の債権管理の適正実施の観点か ら「生活保護費等負担金の精算

に係る適正な返還金等の債権管理について」 (平成22年 10月 6日 社会・援護局保護

課長通知)にて、債権管理台帳等の整備や適切な時効中断の措置等、調定後 の債

権管理について適正に実施するよう改めて徹底を図つたところである。

各 自治体においては、地方 自治法等を遵守 した処理を行い、適正な国庫負担金

の精算を徹底 されたい。

なお、上記の趣 旨等を踏まえ、生活保護費等国庫負担金交付要綱について改正

を行 うこととしてお り、平成 23年度においては個々のケースの不納欠損処理の

状況等について内容を確認することを予定 している。詳細については、別途連絡

することとしているが、実績報告書の提出期限については厳守されたい。

イ セーフティネット支援対策等事業費補助金について

セーフティネ ット支援対策等事業費補助金の実施要綱、交付要綱及び交付方針は

別途通知するが、平成 23年度については、適正実施を図る観点から、従前か ら継

続実施 している事業についても費用対効果等実績を評価 した上で選択する方針 であ

るので、各 自治体におかれても事業内容等を精査の上、協議願いたい。

平成 23年度においては、実施体制整備事業の 「子 どもの健全育成事業 (国

10/10補助 )」 と「自立支援サービス整備事業 (国 1/2補助)」 を整理統合 し、被保

護者の社会的なつなが りを結びなおす支援や貧困の連鎖を防止するための学習支援

等を行 う「社会的な居場所づくり支援事業 (国 10/10補助 )」 を創設 したところであ

り、本事業については、優先的に採択することとしている。

また、医療扶助の適正化や会計検査院から指摘を受けた年金加入状況等の把握、

不動産等の資産活用の徹底に係 る取組について、強化を図ることとしている。

具体的内容については、別途指示を行 うこととしているが、専門調査員の配置等

当該取組に必要な経費についても優先的に採択するので、積極的に協議願いたい。
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なお、広島市が本補助金を活用 して専門員を採用 し、各福祉事務所を巡回 して生

活保護受給者の年金加入状況等についてケース′点検を行い、効果を上げている例を

参考資料に添付 しているので参照されたい。
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生活保護関係調査等について

(1)生活保護業務データシステムについて

近年、生活保護受給世帯が増加 し続けてお り、また、生活保護受給世帯の抱える課

題は多様化、複雑化 している。

このような中、適切な生活保護行政を推進 していくためには、国、 自治体及び福祉

事務所において生活保護に関係するデータの分析を行 うことが不可欠である。

また、生活保護受給世帯の増加に伴 う業務量の増加に対応するためにも、福祉事務

所においては、生活保護業務の IT化を図 り、生活保護業務の効率化を図ることが重

要となっている。

このような課題に対応す るため、現在、当省による各種業務報告や調査を見直す と

ともに、福祉事務所及び自治体のデータを一括 して定期的に収集 し、当省、自治体及

び福祉事務所で共用できるデータベースを構築 し、より詳細な生活保護動向の分析を

行い、保護の適正化対策の推進及び政策の企画立案に活用することを目的 とした 「生

活保護業務データシステム」の運用を平成 22年度から一部開始 している。

自治体及び福祉事務所においては、生活保護システムの改修やデータ投入等 を行つ

ていただいているところであるが、平成 23年度当初から全 自治体において本格運用

が開始できるよう、計画的な導入・整備をお願いしたい。
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生活保護業務データシステム

輻

¨

インタフー ス仕様書のフォーマッ

トに沿つてCSV出 力を行えるよシ

ステムを改修してCさ い

辮』ｍ̈ゆヽヾ　」ＧｗＡＮへのい

生活保護システム

都道府県
指定都市/中核市

』熙鹸秤）̈
¨

⑧
一

(参考)

③確定処理

④速報値集計

⑤集計結果
の公表

②福祉事務所から登録

されたデータの確認

(2)平成 23年度生活保護関係調査の実施について

ア 平成 23年度生活保護関係調査の実施について

平成 23年度の生活保護関係調査については、次の一覧表のとお りである。

被保護者全国一斉調査は、生活保護業務データシステムに平成 23年 7月 末 日現

在のデータを登録することで提出とさせていただくことになる。データの登録に関

して、遅滞なくお願い したい。

医療扶助実態調査に関 しては、平成 22年度までは紙 レセプ トのコピーを提出し

ていただいたが、電子 レセプ トの本格運用を受け、平成 23年度は医科 と調剤のレ

セプ トに関しては電子データでの提出を検討 している。詳細は別添の資料を参照願

い た い 。

なお、歯科 レセプ トは例年 どお り紙 レセプ トでの提出を予定している。

また、社会保障生計調査について、平成 23年度から実施をお願いする自治体が

変更になるが、新たに対象 となる自治体に関しては、御協力をお願いする。

イ 調査票の提出締切の厳守について

各調査は、各都道府県・指定都市 。中核市の関係者の御理解・御尽力により実施 さ

れているが、一部において、提出期限が大幅に遅れる自治体もあり、結果 として全体

の集計に支障を来 している状況となつている。
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平成 23年度生活保護関係調査一覧

調 査 の 名 称 調 査 の 対 象 定
　
　
法

選

方

象対
　
　
の

調 査 の

周 期 及 び

上
寸 期

調 査 票 等 の

提 出 期 限地域的範 囲 属性的範囲

被保護者全国

一 斉 調 査

基礎調査

個別調査

全  国 被保護世帯

約127万 世帯

基礎調査

全  数

個別調査

全  数

毎 年

7月 1日 現在

基礎調査

23年 8月

個別調査

23年 8月

医療扶助実態調査 全  国 医療扶助受給者 6 月基金審査分
診療報酬明細
書及び調剤報
酬明細書

毎 年

7月

23年 10月 中旬

社会保障生計調査

家計簿

9ブ ロック

12都 道府県

4指定都市

9中 核市

(注 )

被保護世帯

約 1,HO世 帯

抽 出 年 度

4月 か ら翌年

3月 まで

家計簿

翌月末 日

脱落補充報告

即 時

福祉行政報告例

生活保護関係

全  国 被保護世帯
約127万 世帯

全 数 度
　
月

年
　
毎

末月

　

月

翌

　

＜

集計作業の迅速化を図るためにも、提出締切の厳守をお願い したい。

① 調査対象自治悧ま、北海道及び東京都を除き、原則として2年毎に調査地域を交代することとしている。

※ これ以外に、           、生舌保護費国庫負担金に力功るヽ            ―夕及喘 重喘調縣踏め中 赦 に広く活用さ

れている。
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医療扶助実態調査客体抽出システム(仮称)

紙レセプトの抽出

病院入院   1/10
病院入院外  1/20
診療所入院  1/5
診療所入院外 1/20
歯科     1/10
調剤     1/20

プログラムによる

結果表作成

磋錮FI゛
管内全福祉事務所の

レセのとりまとめ

6月 審査分を

手作業で抽

出、コピー

穆
‐

集計業者の選定

医療扶動実態調査客体抽出システム (仮称)導入後

魃
薇 Q

レセ電cSV 記録媒体

・抽出率の変更を可能とする。
・自治体の運用により、都道府
県での作業も可能とする。

注 :平成23年度調査については、歯科に関しては紙レセプトで対応する。

―
―
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参 考 資 料



参考 1 生活保護の動向

ア 近年の保護動向

被保護人員・保護率については、平成 7年度を底に上昇 している。被保護人員の

対前年同月比の伸び率をみると、平成 22年 3月 か ら抑制傾向にあるが、それ でも

直近の平成 22年 11月 には対前年同月比110.4%と なっている。

○平成7年度

被保護人員  約88万2千人

被保護世帯数 約60万2千世帯

保護率 7.0%0

○平成22年 H月 現在 (速報値 )

被保護人員  約197万 7千人

被保護世帯数 約142万 7千世帯

保護率 15.5%0

の

完全失業者数 完全失業率 有効求人倍率 被保護人員
被保護人員対前

年同月 比

平成 21年 度平均

千人
*3.360

％

５
．
‐＊

倍
*0.47

人
*1,763,604

%
110.7

平成 22年 2月 3.21C 4.[ 0.47 1.843,353 112.g

3月 331C 0.49 1.866.157

4月 3,39C 0.48 1.874.335 112.C

5月 3.40C 0.5C 1,888,354 112.[

6月 3.47C 0.52 1,9071176 112.8

7月 3.41C 0.5 1.923.898

8月 3,34C 5.1 0.54 1,937,286

9月 3.29C 0.55 1,951,200 11.3

10月 3.34C 5.1 0.56 1,964,208 110.8

1月 3.36C 0.57 1.977.153 110.4

資料 :労働力調査 (総務省)、 職業安定業務統計、福祉行政報告例 (平成21年 4月 以降は速報値 )

※完全失業者数、完全失業率及び有効求人倍率の月別推移は季節調整値である。
※*は平成21年平均

イ 近年の保護動向の特徴

(ア)世帯類型別世帯数の状況

構成害J合でみると、半数近 く (42.7%)力 高`齢者世帯であるが、稼働能力 があ

る者を含むその他の世帯の伸び率が顕著になつている。

世帯類型別被保護世帯数

※世帯数は保護停止中のものを含まない。※平成17年度より、世帯類型の定義を一部変更。
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(イ )世帯人員別世帯数の状況

被保護世帯に占める単身世帯の割合が増力日してお り、現在被保護単身世帯の割

合は75.5%と なつている。特に高齢者世帯においては約 9割 となっている。

また、その他の世帯に占める単身世帯の割合は、平成 7年度には約 3割であつ

たが、平成 22年 11月 には約 7害Jと なつている。

資料:福祉行政報告例 (平成22年 H月 分は速報値 )

※平成 17年度より、世帯類型の定義を一部変更。

※世帯数は保護停止中のもの給 まない。

※括弧内は単身者世帯割合。

(ウ )生活保護の開始及び廃止状況

保護の開始世帯数については、平成 16年度以降減少傾向となつていたが、平

成 20年度以降は前年度より大幅に増加 している。廃止世帯数については、平成

17年度以降減少傾向となっていたが、平成 21年度は前年度より増加 している。

(開始世帯数―廃止世帯数)については、平成 15年度以降減少傾向となつていた

が、平成 20年度以降は前年度 より大幅に増加 し、平成 21年度は約 14万 9千

世帯 となっている。

(世帯) 保護の開始、廃止世帯数の年次推移 (世帯)

ナ曽カロ
400,000

350,000

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

団口開始世帯数―廃止世帯数(右 目盛)

■卜開始世帯数(左 目盛)

‐ 廃止世帯数(左 目盛)

200,000

150,000

100,000

50,000

0

-50,000

昭和41年度  昭和45

世

総 数 高 齢 者 世 帯 母 子 世 帯 傷病者・障害者世帯 その他の世帯

世
　
　
帯
　
　
数

平 J 7年度 600,980 254,292 52,373 252.688 41,627

うち単身世帯 431,629

(71.8%)

224,104

(88.1%)

193,235

(76.5%)

14,290

(34.3%)

平 扇を22年■1月 1.421,481 606.640 111.023 470.550 233,268

うち単身世帯 1,073,312

(75.50/Ob

542,299

(89.40/0)

376,626

(80.0%)

154,387

(66.2%)

資料:福祉行政報告例
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市部・郡部別被保護人員の年次推移

― 市 部

…
艤 郡 部

平成 7  8  9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21  年度

被保護人員

平成7年度

8

9

10

1 1

12

13

14

15

16

17

1 8

19

20

21

882,229

887,450

905,589

946,994

1,004,472

1,072,241

1,148,088

1,242,723

1,344,327

1,423,388

1,475,838

1,513,892

1,543,321

1,592,620

1,763=572

人

740,365

749,724

770,050

809,882

864,079

926,434

996,085

1,083,142

1,178,016

1,261,038

1,344,391

1,405,999

1,435,824

1,483,332

1.647.827

141,864

137,726

135,539

137,111

140,394

145,806

152,003

159,581

166,311

162,351

131,447

107,893

107,497

109,288

1151745

1,977,153 1.855。 319
年 11月 は
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都道府県目指定都市別保護率
平成 21年度

国全

%`

市

市

市

市

市
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幌

都

戸

大

札

京

神

螺
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岡
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縄
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行 政 例

注)都道府県データは指定都市分を
除いたものである。

※保護率の大きい順。
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平成7年度から平成21年度にかけての都道府県目指定都市別保護率の伸び

注1)都道府県データは指定都市分を除いたものである。
2)さいたま市、新潟市、静岡市、浜松市、堺市及び岡山市については、

平成7年度は指定都市ではないため除外している。

※伸び(21'-7')の 大きい順。

一-46-―

7」 1 び (21'-7')
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平成7年度から平成20年度にかけての都道府県目指定都市別保護率の伸び率

注1)都道府県データは指定都市分を除いたものである。
2)さいたま市、新潟市、静岡市、浜松市、堺市及び岡山市については、

※伸び薫灌7う辱肥 臨導はな
いため除外し‐ヽる。
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被保護人員の対前年同月比と完全失業率の月次推移

平成15年 6月 の

被保護人員の

対前年同月比

1 平成22年 11月 (速報値)|

1  被保護人員の  i
l  対前年同月比  |
1     110 4%     :

6

5.5

5

45

4

35

19   20   21

年度

―
―
卜
∞
―
―

被保護人員の対前年同月比 (%)

平成元 2

資料 :福祉行政報告例、労働力調査 (総務省)
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世 帯 類 型 別 被 保 護 世 帯 数 の 年 次 推 移

―
―
卜
Φ
Ｉ
Ｉ

注1)保護停止中の世帯を除く。

2)平 成17年4月 より世帯類型の定義を一部変更

「高齢者世帯」:男女とも65歳 以上(平成17年 3月 以前は、男65歳 以上、女60歳 以上)の者のみで構成されている世帯か、これらに18歳未満の者が加わった世帯

「母子世帯」 :死別、離別、生死不明及び未婚等により、現に配偶者がいない65歳 未満(平成17年 3月 以前は、18歳 以上60歳 未満)の女子と18歳未満のその子
(養子を含む。)のみで構成されている世帯

資料 :福祉行政報告例 (平成22年 11月 は速報値 )

年 度
世帯類型別被保護世帯数 世帯類型別指数(平成元年度=100) 世帯類型別構成害1合

総   数 高齢者世帯 母子世帯 障害者世帯 1傷病者世帯 その他の世帯 総 数 高齢者世帯 母子世帯 障害者世帯 1傷病者世帯 その他の世甲 総 数 高齢者世帯 母子世帯 障害者世帯 1傷病者世帝 その他の世帯
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1270588
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1354

1462

1586

1726

1867

1995

1937

2030

2133

2245

2413

%

1000

885

783

702

664

650

636

627

634

661

709

766

831

911

998

1062

1099

1124

1128

1134

1209

736

758

786

821

855

876

965

964

953

954

10,4

０

６

６

８

６

６

５

１

６

７

％‐

‐００

９４

９０

８７

８７

８８

８９

９。

９‐

９４

川

２７‐

‐

劇

翻

３３７

‐

訓

劇

洲

胴

劇

Л

%

1000

917

846

793

767

765

754

750

768

821

909

1000

1121

131 1

1538

1705

1942

1989

2015

2201

%

1000

1000

1000

1000

1000

1000

1000

1000

1000

1000

1000

1000

1000

1000

1000

1000

1000

1000

1000

1000

1000

0/●

357

372

388

402

411

418

423

432

440

445

449

455

460

463

464

467

435

441

451

457

442

%

126

117

108

99

93

90

87

84

83

82

83

84

85

86

87

88

87

86

84

82

78

%|    %

432

429

427

424

423

421

420

416

410

404

%
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平成22年 11月 1.421.481 60664C 111023 1591091   311441 23326〔 2599 5631    1103 1000 112



年齢階級別被保護人員の年次推移

國回

回　　回
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平成元2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 2021年
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次被保護世帯と一般世帯の世帯人員別

総 数 1メ、 2人 3人 4人 5人 6人 以上
十 珂 耳 弔

人   員

被

保

護

世

帯

実

数

＋
３５
４０
４５
５０
５５
６０
２
３
４
５
６
７
８
９
‐０
‐１
‐２
‐３
‐４
‐５
‐６
‐７
‐８
‐９
２０
２‐

575,063
608,630
629,155
680.647
721,673
764,628
614,626
591,698
574.379
570.580
579.619
585,682
595.631
612,765
638,664
678.326
724,561
774,650
837,099
906.184
967,437

1,011,980
1,049,733
1,078.668
1,113.283
1 215214

「
９

８

１

６

１

０

３

８

８

５

７

９

８

０

１

６

５

２

７

３

５

９

９

９

７

１

」
０８

０７

５６

９３

７０

５０

７９

９２

‐７

‐０

７５

７７

３７

６７

６９

８７

８７

２３

２‐

６８

‐４

９３

５３

８６

６４

‐９

「
９

６

０

６

０

５

３

３

０

９

７

１

７

２

６

０

４

３

５

０

５

０

９

２

８

＾

」
‐４

８９

０１

‐７

６７

４２

６９

‐０

０９

８２

６‐

４７

２０

７３

４７

‐６

７５

２０

３５

８７

５２

０８

５４

３７

６６

“

市
６

７

４

５

１

５

７

０

７

７

９

３

０

２

７

５

８

１

２

６

１

６

４

６

８

，

■
９８

９５

６２

７‐

５０

６９

４８

５３

０９

０５

９８

６３

３４

２８

９４

‐２

８２

５６

３３

８０

２３

９７

９７

７０

７０

”

市
３

３

８

５

８

８

１

６

６

３

０

３

８

６

２

２

１

４

４

２

８

２

３

６

１

３

暉
‐８

‐２

５８

４７

０７

４３

‐７

２０

０７

８０

０‐

０８

３６

０７

４０

５０

７４

８２

６０

３０

３９

６６

６２

９７

６５

４‐

『
２

８

４

８

４

０

８

１

１

４

４

９

０

５

８

７

９

５

４

５

５

１

７

７

６

ｏ

Ｌ
３３

０３

８５

２９

７６

４９

２８

６９

４６

７６

４３

‐８

９５

７４

９０

２４

７０

９６

４６

０４

４７

６４

５‐

３‐

２４

嗽

断３２４
５３８
５‐８
０４７
９５９
０８０
‐９４
２４０
４７７
０２２
８‐２
５２７
８５７
０２‐
２４０
４‐６
６５４
８６５
‐２７
４７８
６６３
６８２
５３‐
４２８
３６３
廠

ハ
００

６０

＝

９‐

９‐

８３

６３

５８

５３

５０

４８

４６

４４

４３

４２

４２

４２

４２

４２

４２

４２

４０

４０

３９

３８

３８

構

成

割

千
３５
４０
４５
５０
５５
６０
２
３
４
５

６
７
８

９
‐０
‐１
‐２
‐３
‐４

‐５
‐６

‐７
‐８
‐９
２０
２‐

И
０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

Ｋ
ｌ

０

０

８

７

３

７

７

６

９

９

８

８

４

７

７

５

６

５

３

４

７

２

７

３

６

ス
６

０

８

７

３

２

３

９

５

０

７

３

０

８

７

７

８

８

９

０

０

９

７

５

２

０

×
７

２

９

６

３

７

７

５

３

２

１

１

０

９

９

９

９

９

９

９

９

９

８

８

７

７

И
６

８

７

７

３

７

０

９

８

７

７

６

５

３

５

５

５

５

５

５

５

５

４

４

４

４

全

世

帯

実

数

千
３５
４０
４５
５０
５５
６０
２
３
４
５
６
７
８
９
‐Ｏ
Ｈ
‐２
‐３
‐４
‐５
‐６
‐７
‐８
‐９
２０
川

噺４７６
９４０
８８７
８７７
３３８
２２６
２７３
５０６
２‐０
８２６
０６９
７７０
８０７
６６９
４９６
９２３
５４５
６６４
００５
８００
３２３
０４３
５３‐
０２３
９５７
ｍ

Ｔ
２
，５
，９
，２
．５
，７
．０
，０
，■
■

２
，０
，３
，４
，４
，４
．５
，５
，６
．５
，６
，７
，７
，８
，７
，安

師８９４
６２７
５４２
９９‐
４０２
８５０
４４６
５９７
９７４
３２０
２０‐
２‐３
２８７
‐５６
６２７
５８５
９８８
０‐７
８００
６７３
８‐７
５８０
０４３
９８３
９２８
幅

Ｔ
３
，４
，５
，５
，６
．６
．８
，８
．８
，９
，９
，９
，０
，■
０
，０
，０
，１
，０
，０
，０
，１
．２
．１
，１
，１

市
９

８

８

８

３

５

２

０

２

４

９

０

３

４

８

２

８

６

１

８

６

０

１

４

０

＾

」
３０

２０

３‐

０７

９８

８９

５４

６‐

０７

４２

８０

６０

６‐

９６

‐８

５４

９６

‐０

６５

４２

９６

２６

３‐

７６

９２

”

■
１
６
０
２
４
９
４
４
５
６
３
６
２
３
５
０
７
２
９
３
４
５
８
３
３
■

」
９９
０７
‐８
９８
２７
５６
３３
４‐
５９
５５
８３
５７
２４
‐３
３７
６４
７６
７８
０９
９５
０３
２６
２８
９０
６７
“

Ｔ
２
，４
，５
，５
，６
，６
，７
，７
，７
，７
，７
，７
，８
．８
，８
，８
，８
，８
，９
，８
，９
，９
，９
，９
，９
，ｏ

６６７
‐５９
００４
‐７５
‐３２
３７３
８３４
７９７
６４６
７６５
４６５
９９４
６２２
４３８
２３４
４６９
２‐‐
０６８
０２７
３４５
２６‐
４９９
７４０
５４９
５８２
輛

「３，４９２３，９４‐３，９４７４，２０５４．２８０４，５２２４．２２８４，‐７２４，０４７４，０３７４，０５５３，７７７３，３９‐３．３２２３，４８２３．２５４３，２６６３，３２７３，‐６５３，０７４３，‐３９３，２５０３，‐２４３，０３８３．０‐５̈

6,122
4,929
3,897
3,446
3,268
3.017
2,889
2,916
2,875
2,724
2,705
2,611
2,652
2,605
2,589
2,432
2,345
2,363
2,261
2,327
2,107
2,189
2,024
1,787
1,838

＾
‐３
７５
４５
３５
２８
２２
０５
０４
９９
９６
９５
９‐
８５
７９
８‐
７９
７６
７５
７４
７６
７２
６８
６５
６３
６３
″

構

成

害J

十
３５
４０
４５
５０
５５
６０
２
３
４
５
６
７
８
９
‐０
＝
‐２
‐３
‐４
‐５
‐６
‐７
‐８
‐９
２０

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

ｍ

ス
３

８

５

２

１

４

０

２

８

３

９

６

５

０

９

６

１

１

５

３

４

６

３

０

９

Ｑ

И
３

４

４

４

９

５

２

３

０

５

３

５

２

５

１

７

３

５

５

１

０

２

０

７

０

１

ス
２
０
０
５
２
１
２
２
０
５

４
４
１
８
８
４
１
２
９
１
５
７
３
７
８
Ａ

２７
■

‐３
‐０
９
８
７
７
７
６

６
６
６
５
５
５
５
５
４
５
４
４
４
３
３
■

世帯の推 こついて 国民生 に

2 平成 7年の一般世帯の実数は兵厚 県を除いた ものである。
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保護の受給期間別被保護世帯数の年次推移
千世帯

―
―
い
い
―
―

400
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300
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0

234567

資料 :被保護者全国一斉調査 (個別 )

10年以上

6月 ～1年未満

平成 元 12  13  14 19 20 21年



世帯の労働力類型別被保護世帯数の年次推移

数実 構 成害‖合

総数

世働稼 需 非稼働世帯

総 数
働

帯

稼

世

非稼働

世  帯総数

世帯主が働いている世帯 世帯主は働い
ていないが世
帯員が働いて

いる世帯

1雲力いlCい

る者のい

ない世帯総数 常用 日雇 内職 その他

平 成 元 年 度

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

世 帯

653,414

622,235

599,482

584,821

585,086

594,439

600,980

612,180

630,577

662,094

703,072

750,181

803,993

869,637

939,733

997,149

1,039,570

1,073,650

1,102,945

1,145,913

1,270,588

世 帯

129,258

116,970

105,667

95,971

89,381

85,307

81,604

79,466

79,711

80,745

84,076

89,660

95,295

103,711

113,967

123,531

130,544

136,000

141,682

148,463

164,283

世 帯

98,711

90,200

81,959

74,926

69,655

66,456

63,705

62,515

62,987

63,838

66,508

71,151

75,726

82,746

91,082

99,141

105,505

110,687

115,738

121,294

133,906

世 帯

55,456

51,065

46,383

42,540

39,876

38,868

37,546

37,215

38,058

39,027

41,592

45,552

49,397

54,504

60,651

66,559

71,493

76,315

80,644

85,029

93,578

世 帯

14,595

13,144

11,921

10,879

10,087

9,216

8,788

8,547

8,529

8,596

8,713

9,318

9,910

11,057

12,443

14,028

15,302

15,725

16,233

16,932

19,538

世 帯

11,077

10,226

9,453

8,559

7,914

7,525

7,076

6,714

6,599

6,403

6,341

6,360

6,339

6,364

6,456

6,480

6,526

6,617

6,781

6,913

7.116

世 帯 |

17,583

15,765

14,202

12,948

11,778

10,848

10,294

10,039

9,802

9,812

9,863

9,921

10,079

10,820

11,532

12,074

12,184

12,029

12,080

12,420

13,674

世 帯 |

30,547

26,769

23,708

21,045

19,726

18,851

17,899

16,951

16,724

16,907

17,568

18,509

19,569

20,965

22,885

24,390

25,039

25,313

25,944

27,169

30,377

世 帯

524,156

505,266

493,816

488,851

495,706

509,132

519,376

532,714

550,865

581,348

618,996

660,522

708,698

765,926

825,766

873,618

909,026

937,650

961,262

997,450

106,3051

100.01

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

%
19_8

18.8

17.6

16.4

153

14.4

13.6

130

12.6

12.2

12.0

12.0

11.9

11.9

121

12.4

12.6

12.7

12.8

130

12.9

%
802

81.2

82.4

836

84.7

85.6

86.4

870

87.4

87.8

88.0

88.0

88.1

881

87.9

87.6

87.4

873

87.2

87.0

87.1

22年 11月 1,421,481 190,617 155,692 108,764 23,958 7.627 15,343 34,925 1,230,864 100.0 13.4 86.6

―
―
い
∞
―
―

資料 :福祉行政報告例 (平成22年 11月 は速報値 )

(注 )保護停止中の世帯を除く。



世帯類型・稼働状況別被保護世帯数の年次推移

―
１
０
ト
ー
ー

総数 高齢者世帯 母子世帯 傷病者 .障害者世帯 その他の世帯

総数 稼 働 非稼働 総数 稼働 非稼働 総数 稼働 非稼働 総数 稼働 非稼働 総数 稼働 非稼働

実

数

平成 年度

世帯

600,980

612,180

630,577

662,094

703,072

750,181

803,993

869,637

939,733

997,149

1,039,570

1,073,650

1,102,945

1,145,913

1270588

世帯

81,603

79,466

79,712

80,745

84,076

89,660

95,295

103,711

113,967

123,530

130,544

136.000

141,682

148,463

164283

世帯

519,376

532,714

550,865

581,348

618,996

660,522

708,698

765,926

825,766

873,618

909,026

937,650

961,262

997,450

106,3051

世帯

254,292

264,626

277,409

294,680

315,933

341,196

370,049

402,835

435,804

465,680

451,962

473,838

497,665

523,840

563,061

世帯

1,372

1,362

1,727

2,130

12,803

13,432

14,185

15,429

16,943

18,115

15,042

15,458

16,712

18,178

20,046

世帯

242,921

253,264

265,682

282,550

303,130

327,763

355,864

387,406

418,861

447,565

436,921

458,380

480,953

505,662

543,016

世帯

52,373

51,671

52,206

54,503

58,435

63,126

68,460

75,097

82,216

87,478

90,531

92,609

92,910

93,408

99.592

世帯

28,776

28,015

28,016

28,114

29,311

31,243

33,332

36,226

39,602

42,342

43,997

44,772

44,833

44,457

44667

世帯

23.597

23,65C

24,189

26,39C

29,12モ

31,88〔

35,12C

38,87乏

42,61〔

45,13(

46,534

47,83(

48,07〔

48,95,

5492(

世帯

252,688

254,449

258,558

267,582

278,520

290,620

303,554

319,302

336,772

349,844

389,818

397,357

401,087

407,095

435,956

世帯

22,039

21,456

21,439

21,854

22,270

23,577

24,696

26.231

27,443

29,058

31,470

32,649

34,17フ

36,112

39003

世帯

230,648

232,993

237,119

245,728

256,250

267,043

278,858

293,070

309,329

320,785

358,348

364,708

366,910

370,983

396953

世帯

41,627

41,434

42,404

45,329

50,184

55,240

61,930

72,403

84,941

94,148

107,259

109,847

111,282

121,570

171978

世帯

19,417

18,633

18,529

18,648

19,693

21,407

23,082

25:825

29,979

34,015

40,035

43i121

45,961

49,716

60567

世帯

22,210

22,801

23,875

26,68C

30,492

33,832

38,84フ

46,578

54,962

60,132

67,223

66,72C

65,321

71,853

111411
平 成 22年 11月 ,421,48 90,61 1,230,86イ 606,640 21,98[ 584,65〔 :11.02〔 47,851 63,17乏 470,55C 43.005 427.54( 233,26〔 77,77( 155,49`

構

成

害1

合

平 成 7年度

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

％
剛
剛
０００
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
ｏｏｏ
ｏｏＯ
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ

％

６

Ю

６

２

Ю

Ю

つ

０

■

４

３

″

Ｂ

Ｏ

Ｄ

%
864

870

874

878

880

880

881

881

879

876

874

873

872

870

871

％

０

０

０

Ю

Ю

Ю

Ю

Ю

Ю

０

０

Ю

Ю

０

０

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

∞

∞

∞

００

0/c

959

962

962

0/1

％
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
ｏｏ・。ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
ｏｏ。
ｍ
ｍ

0/1

549

542

537

516

502

495

487

482

482

484

486

483

483

476

448

505

552

% ％

Ю

Ｏ

Ю

Ю

Ю

Ю

Ю

０

０

０

Ю

Ю

Ю

Ю

Ю

００

００

００

００

００

００

００

００

００

００

０。

００

００

００

００

%
87

84
83

82

80

81

81

82

81

83

81

82

85

89

89

％

３

６

″

Ｂ

Ю

９

９

８

９

″

９

８

５

■

■

0/o

1000

1000

1000

1000

1000

1000

1000

1000

1000

1000

1000

1000

1000

1000

1000

％

Ю

０

７

■

２

８

β

″

３

■

８

３

８

９

２

0/c

534

55_0

563

589

608

612

627

643

647

639

627

607

587

591

648
平成22年 11月 000 569 667

注)保護停止中の世帯を除く。また、数値は四捨五入してあるので、内訳の合計が総数と合わない場合がある。



都道府県・指定都市・中核市,稼働状況,世帯類型別被保饉世帯の構成割合

稼働状況別構成割合 世帯類型別構成割合

稼働 非稼働 高 齢 母 子 傷病 障害 その他

森

手
城

田

84
169
116
128

916
831
884
872

511
468
465

371
347
320
338

島

城
木

137
81
93
70

455
459
446

369
386
405
391

134
110
103
96

ホ
爆

前

県

ロ

エ
菫
歪
示

　

週

本
ふ

”
千

東

神

軒

869
859
851

444
445
432
410

71
63
84
39

県

県

県

直

川

井

梨

」

石

福

山

ニ

56フ
484
492

静

愛

三

県

県

県

491
427
467

46
58
64
108

361
364
362
374

府
県
県
県山

阪
庫

良
歌

大
兵
奈
和

129
83
86
41

県

県

県

直

根

山

島

Π

島

岡

広

，１‐

91
34
44
30

偲
香
愛
高
嬉

県
県

県

県

県

121
65

101

89
93
118
173

県
県
県
県

崎
本
分
崎

長
熊
大

宮

132
86
116

868
914
884

市

市

市

■

ま

台

た

葉

壺

仙

さ

千

撻

48
46
05
69

852
854
895
831

368
387
437

327
309
236

印

市

市

市

市屋

町
潟

岡

松

古

川
新

静

浜

名

870
888
879
872

133
125

261

187

市

市

市

阪

一戸

大
堺
神

901
858
837

¨
市

ホ

州
島

　

ｍ

九
ム
北

糖

77 923

市

市

市

市

川

館

森

岡

旭

菌

青

盛

63
47
18
61

292
321
337
362

150
170
248
111

市

市

市

市

市

き

宮

山
　
　
　
橋

醸

わ

都

郡

い

宇

前

川

133
90
96
140
136

867
910
904
860
864

61
73
74
65

382
431
375
363
316

177
70
188
138
216

市

市

市

市

賀

原

橋

須

模

船

柏

横

相

市富

149
118
85
160

75
73
127
16

109
65
61

120
77

市

市

市

市

市

沢

野

阜

橋

田

金

長

岐

豊

害

148
83
114

852
917
886

484
418
559
418

431
358
327
324

48
176
83

209

市

市

市

市

十

阪

崎

津

槻

　

魃

大

岡

大

高

東

烙

847
883
836
894

392
413
397
487

市

市

市

市

市

山

宮

崎

良

　

動

歌

西

尼

奈

和

奎

83
100
133
88

917
900
867
912

386
463
385
539

市

市

市

市

市

山

関

松

山

輛

福

下

高

松

童

187
121
129
83

11 1

813
879
871
917

101

70
98
60
75

米

崎

本

分

崎

留久

長

熊

大

堂

83
131
109
122

7 438
326
474
451

113
179
91

100

392

注 1)都道府県データは指定都市、中核市分を除いたものである。
注2)保護停止中の世帯を除く。
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―
１
０
０
１
１

保護の種類別扶助人員の年次推移

生 活 扶 住 宅 扶

(平成元年度

=100)

教 育 扶

(平成元年度

=100)

医 療 扶 介 護 扶 助 人 員
指 数

(平成12年度
〓100)

平成 元 年

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

度

人

969,319

889,607

826,462

780,517

765,290

765,629

760,162

766,232

783,840

821,931

877,080

943,025

1,014,524

1,105,499

1,201,836

1,273,502

1,320,413

1,354,242

1,379,945

1,422,217

1,586,013

100.0

91.8

85.3

80.5

79.0

790

78.4

79.0

80.9

848

90.5

97.3

104.7

114.0

124.0

1314

136.2

13917

1424

146.7

163.6

人

789,295

730,134

681,412

646,486

639,112

644,648

639,129

648,591

668,756

707,094

763,315

824,129

891,223

975,486

1,069,135

1,143,310

1,194,020

1,233,105

1,262,158

1,304,858

11459,768

100.0

92.5

863

819

810

817

81.0

822

84.7

89.6

96.7

104.4

112.9

123.6

135.5

144.9

1513

156.2

159.9

165.3

184、 9

人

158,323

135,793

117,140

103,800

96,505

92,424

88,176

84,973

84,006

86,254

91,042

96,944

104,590

114,213

124,270

132,019

135,734

137,129

135,503

134,734

144,339

100.0

85.8

74.0

65.6

61.0

58.4

55.7

53.7

531

54.5

57.5

61.2

66.1

72.1

78.5

83.4

85.7

866

856

85.1

91.2

人

752,956

711,268

680,735

662,155

658,517

670,603

679,826

695,075

715,662

753,366

803,855

864,231

928,527

1,002,886

1,082,648

1,154,521

1,207,814

1,226,233

1,248,145

1,281,838

1,406.456

100.0

94.5

90.4

87.9

87.5

89.1

90.3

92.3

95.0

100.1

106.8

114.8

123.3

133.2

143.8

153.3

160.4

162.9

165.8

170.2

186.8

66,832

84,463

105,964

127,164

147,239

164,093

172,214

184,258

195,576

209,735

人

100.0

126.4

1586

1903

220.3

245.5

257.7

275.7

292.6

313.8

22年 11月 1.802.980 186.0 1,660.488 210.4 157.967 998 1,575,653 209.3 230.636 345.1

資料 :福祉行政報告例 (平成22年 11月 は速報値 )



参考2 自立支援プログラム策定・実施状況

自立支援プログラム策定状況・実施状況個別 リス ト (平成 21年度実績 )

(総括表 )

※参加者数・達成者数を把握できない自立支援プログラムが一部あり。

コー ド プログラムの内容

プログラム策定状況 プログラム実施状況

22年 3月 末 参加者数 達成者数

(経済的自立に関する個別支援プログラム)

11
生活保護受給者等就労支援事業 (平成17年3月 31日 付け社援発第0331011号 による公

共職業安定所との連携事業)活用プログラム      __
869 13,937 5,630

就労支援専門員等の専門職員を活用して就労支援を行うもの 44,022 13,486

協力事業所において職場適応訓練を実施するもの

就職セミナーの開催など、就労意欲を高めることに特化した支援を行うもの 599

SV・ CWのみで就労支援を行うもの 623 10,182 2.317

中学生の高等学校等への進学、高校生の在学の継続など、児童・生徒等に対して談

援を行うもの            _
4,430 3,882

弯格取得に関して支援を行うもの

筆金裁定や年金受給権の再確認など、年金受給に関する支援を行うもの 53,784 12,161

その他 (コ ー ド11～ 18以外)の経済的自立に関する個別支援プログラム 8,168 2.893

計 (生活保護受給者等就労支援事業活用プログラム (コ ー ド11)を 除く。) 1,520 121 860 35,582

(日 常生活自立に関する個別支援プログラム)

入院患者 (精神障害者)の退院支援を行うもの 8,704 4,623

入院患者 (精神障害者以外)の退院支援を行うもの

看護師や保健師の派遣など、傷病者の在宅療養を支援するもの 1

ヘルパー派遣や介護・障害認定の再確認など、適切な介護サービス・障害福祉サー

ビスの提供を支援するもの
1,614

健康管理など、在宅高齢者の日常生活を支援するもの 5414 3,154

健康管理など、在宅障害者の日常生活を支援するもの 2,841 1,072

母子世帯の日常生活を支援するもの

多重債務者の債務整理等の支援を行うもの 3,120 1.380

その他 (コ ー ド21～ 28以外)の 日常生活自立に関する個別支援プログラム 11,409 5,784

計 1,965 35,900 17.559

(社会生活自立に関する個別支援プログラム)

ボランティア活動 (福祉、環境等に関する地域貢献活動、公園清掃など)に参加さ

せるもの
1 162

引きこもりの者や不登校児に対して支援を行うもの

元ホームレスに対して支援を行うもの 12 661 12,008

その他 〈コード31～ 33以外)の社会生活自立に関する個別支援プログラム 2.350

計 302 16,554 13.418

計 (生活保護受給者等就労支援事業活用プログラム (コ ー ド11)を 除く。) 3.787 174 314 66.559

-57-
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参考 3 就労支援員の配置状況等

就労支援員等設置自治体一覧
1

都道府県名等 自治体数
就労支援
昌 聾 新

内  訳

北海道

間 中 |   "‖ i 3  帯 広 市 1 llヒ見 中石

′1ヽ 牧 1  美 唄 市 江別市1   千歳市1   歌志内市1  深川市1   登別市 1

恵庭市1   伊達市1   北広島市 1 旭 川 市 2

4 森 県 4  八 戸 市 1   三 沢 市 1

:森
市 2

岩手県
手 5  大船渡市 1  花巻市1  北上 1 ス 市1  -関 市1   釜石市 1

ヨ市 1  人 万 平 市 1 市 1 奎岡市3

6 自城県4  石巻市2  塩竃 1   白 石 市 :崎市 1

7 秋 田 県 1   能 代 市 1
:112 沢 上市 1   1山 Jじ 1 市4

1形 4 沢 市 1 | 鶴 岡 市 1

福島県
県 3 2  会津若松市1 白河市 須賀川市 1 多 方 市 1  二 本 松 市 1

1山市2■ |■ わヽき市3

6 擦城 県 4  フk戸市 2   日立 市 2  土 浦 市 1   守 谷 市 1   石 岡 1

栃木県 9
栃木 県 足 利 市 1   栃 木 市 1 野 1 市 1   日光 市 1   小 L

孟原 市 1

8 1   桐生市1   伊勢崎市 1 田市1  み どり市1 冨岡市 1

埼玉県

崎玉県94  熊谷市1   川口市 1 行 日 市 1   秩 父 l   所沢市2    飯能市2

り日須市 1 1   東 松 山 市 i 「 日 市 1 鴻巣市1 深谷 1

上尾 1 苫ユカロ: 谷 市 1    蕨 市 2 入間市1   鳩ケ谷市 1

:木市 1   7El光 1 座 市 1 桶 lli市 1   久 喜 市 :本市 1    ノヽ 1

士 甲市 1  三 郷 市 1 田 市 1 坂 戸 市 2  幸 手 ケ 』 市 1 子市 1

吉りII市 1   8、 じみ ] 市 1 市2

千葉県

千 1 市 J‖ 館山市1  松戸市3  成田市2  習志里 1 市 1

八千代市2 我孫子市2 浦安市1   八街市2 諄¬F5

植市21

東京都

東東 都 千 代 田 区 1 :区 1 区2   新宿区 1  文京区1   台東区 1

墨 田 区 3  江 東 区 2 已川 区 3 黒 区 1 世 田 谷 区 3 渋 谷 区 1

中野 区 1  杉 並 区 区 1   北 区 1    荒 り:l区 板 橋 区 3

扉立 区 7  葛 1 区 江 戸 川 区 5 八 王 守 l‖ 市 :Л軍貶」 市 1 市 1

市 1 府  | 市 1 鵬ヨξ 町 田 市 小 金 井 市 1 ′Jヽ 平 1

日 ] 市 1 東 村 11 1  国分寺市2 国: 市 1 市 狛 江 市 1   東 大 lll市 1

1   東 久 留 米 市 1 武 蔵 村 山市 1 多 J 1   稲 城 市 羽 村 ■ Fる 野 市 1

西 東 市 2

神奈川県

県 6  平
'

市1   鎌倉市 1 沢 市 2  小 田原 市 3 茅 ヶ 山 1,2 1

市1   秦野市1   厚木 1 大 和 老名市2 座聞市2

足 柄 市 1 綾 瀬 市 2 積 須 賀 市 1

新潟県
市 1 上 市 柏崎市1  新発田市1  見附市1   妙高市2  五 lTf'1

:山 1  魚津市1   滑川 1 富 1

覆] Ill 金沢市 1

三井 市 1 鯖 江 市 1

山梨県 9
山梨県2 富 士 田 市 1 6留 1 山 梨 1  韮 崎 市 1 アルプス市1

笛吹 市 1

長野県
県 市2 上国市 1 罰谷 市 伊 那 市 1 ケ :市1 大 町 1

市1   塩尻市1   佐久市1   千 市 印市 1 安 雨 l      JttLl

嗜皇 県 6  大 垣 市 1   多 , 市 1  飛 市 本巣市1  岐阜市 1

静岡県
2  沼津市1   伊東市 1 藤 お 市 下 田 市 1 1

1豆の 国 i

愛知県

摯知 県 4 ― 宮 市 1   半 田 市 1  春 日 市 1 市1   刈谷市 1 安カ 1

西昆市1   大山市1   小牧市1   稲沢市1   知立市1   岩倉市1   豊明市 1

古 屋 市 1 市 1 市 1 豊橋市7 :田 市 2

二重県 8
四日市市 1 伊勢市 坂 市 伊 賀 市 1

市

滋賀県
i根市 1   近 江 八 幡 市 1 草 津 市 栗 東 市 1  野

"

1

胡南 市 高 島 市 1 江 市 1 原 市 :津 市 3

京都府

府 福 知 山 市 2 舞 鶴 市 1   綾 部 宇治市1   宮津市1   亀岡i 1

城 I 市 1 日市 1  長 輌 京市1  八幡市 京田辺市1  京丹後市1 南ヂ 1

木津 川 |

大阪府

大阪 府 3 岸 Icl田 市 1 中 池 田 1   吹 田市 大津市1  貝塚 1

枚方 市 4  茨 木 市 1   人 j l佐野市2 市 1 屋 り|1市4 河 内

'7fFl市1   箕面市1   羽曳野市 1 草 市 4 署津 市 2  藤 井 寺 市 2 5T2
交野市2  大阪狭山市1 阪南市1  島: :口I「 1

大 阪 市 12

兵庫県

5  明石市2  洲本市1   伊丹市 害 岡 市 1  加 古 り| 1,2 1市 1

市2  三木市1  高砂市1  川西市2  4ヽ 市1  加西市1  篠山市 1

あ 淡路市1  宍粟市1  加 : 1 :路市4  ‐西

風崎 市 14

2  大和郡山市 1 | 1に 2

【山県7 橋本市1   和歌山市2

:IPロ 4 鳥取県3 取 市 1

島根県
松 江 市 2  出 市 2  益 田 市 1   江 |

1市 1   雲 南 市 1   東 出 雲 町 1  奥 出 雲 町 1

1  斐川町1   邑南町1  吉賀町 1 この』町 1

5 9 1   澤 出 市 2 螢社 市 1 ‖ψ倉 t市 2

広島県
竹 市 市 1 道 中 市 市 1 東 広 (

市 1

1 福 山 市 1
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1

都道府県名等 自治体数
就労支援
員等数

内  訳

口 4 車部 市 1   山 口市 1 周 FFl 下 F.l 1

1島 県 8 籠島 県 3  徳 島 市 2 Fl市2  三好市 1

6 香川 1 市「  観音寺市1  東かがわ市1 高松市2

8 3 四国中央市1宇和島市1  松山市3 ~

高知県
6  室戸市 1 南国市 1 土佐市 1 須

卜美市1   高知市2

福岡県

冨田 県 20  大 牟 田市 1  直 ラ

大 川 市1~~中間市1   小郡市1  筑繁野
宗像市 太宰府市1  糸島市1   古賀市1__福津市|__う きは市1_宮若市1

嘉麻市 朝倉市 1

-8  

久留米市 1

F燿雪 6 7 左省 県 佐賀市1~~唐津市2   鳥栖市1   伊万里市l  Jヽ城市1

長崎県 17
山奇 佐世保市2 諌早市1   大村 2  平戸市1   松浦市2  壱岐罹

五 f 海市 1 雲仙 1 2

熊本県 8
蒙本県4  人吉市 1 市2  水俣市1   玉名市1   山鹿市1_ 子堀

鴨本 市 3

7 1 3   日杵市1   津久見市1  杵 : 1   豊後大野市1 由布市1   大分TZ
6 ヨ 崎 Б城市1   小林市1   日F えびの市1 宮崎市3

鹿児島県 9
県4 鹿屋市 1 川 内 市 1 1  霧島市1   日置市1   胃聡Tl

冷 自市 1   恵 児 島 市 3

沖縄県
沖縄 県 3 満 市 l   f 湾市1  沖縄市2

賓 1  宮 古 島 市 1  石

1269

就労支援員等設置自治体一覧
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参考4住宅手当緊急特別措置事業の実績 (全国)

雇用期間が定められているもの。

※ 就職率 :各 月の末日時点における就職率

((A)就職者数の累計/(B)新規支給決定件数の累計 )

―-60-―

実績月

新規決定分 延長決定分 支給決定(合計)

就職率※
ハローワーク
に求職した

離職者数支給決
定件数

就職者
数※

支給決
定件数

就職者
数※

支給決
定件数

就職者
数※

平成21年 10月 分 1,722 40 1,722 40 2.3% 464,459

11月 分 2,729 110 2,729 110 3.4% 372,074

12月 分 3,499 163 3,499 163 3.9% 328,705

平成22年 1月 分 3,733 279 3,733 279 5,1% 454,272

2月 分 3,847 416 3,847 416 6.5% 393,256

3月 分 4,211 538 4,211 538 7.8% 470,343

平成22年 4月 分 4,267 759 989 64 5,256 823 9.9% 619,312

5月 分 3,869 918 1,412 158 5,281 1,076 12.4% 431,208

6月 分 4,277 1,049 1,628 230 5,905 1,279 14.7% 430,521

7月 分 3,808 1,131 1,801 265 5,609 1,396 17.0% 401,569

8月 分 3,196 1,172 1,722 318 4,918 1,490 19.4% 386,163

9月 分 2,869 1,186 1,858 332 4,727 1,518 21.7% 408,815

10月 分 2,646 1,148 1,790 417 4,436 1,565 23.9% 411,616

11月 分 2,546 1,043 1,632 421 4,178 1,464 25,7% 361.869

12月 分 2,483 894 1,689 417 4,172 1,311 27.1% 289,386

計
49,702

(B)

10,846 14,521 2,622 64,223 13,468

(A)

※ に 拾いて、列間の定めがない又は6か月以上の



参考 5 年金等の活用を促進する取組事例 (広島市)

巡回指導によるケース検討について

1 経緯

指導監査におけるケース検討 (全ケース数の 1割 )の結果、①障害者力日算を認定し

ているのに障害年金、特別児童扶養手当又は福祉手当の受給資格の検討や被保護者に

対 しての指導が不十分である、②母子加算を認定しているのに、児童扶養手当の受給

資格の検討や被保護者に対 しての指導が不十分である、③老齢年金の受給年齢に達し

ているにも関わらず、受給資格の検討や被保護者に対しての指導が不十分である、④

医療扶助及び介護扶助の一部自己負担ケースについて、他法 。他施策の活用の検討が

不十分である等の事例が散見されたことから、これらの 4点に絞つて、各区を巡回し

て、ケース検討を行い、問題があつたケースの是正改善を図つている。

2 点検の方法及びその内容

(1)リ ス ト作成

① 年金、手当の種別、身体障害者手帳及び精神保健福祉手帳の等級と障害者加算

の不突合 (以下、「≠」と表記)が あるものをリス ト作成

○特別障害者手当、経過的福祉手当、障害児福祉手当≠告示別表第 1第 2章の 2

の (2)の ア、告示別表第 1第 2章の 2の (3)(肢体不自由児施設、養護老人

ホーム、特別養護老人ホーム、障害児福祉手当及び特別障害者手当の支給に関

する省令第 1条に規定する施設、措置入院患者は除く。)

○障害年金 1級、特別児童扶養手当 1級、身体障害者手帳 1級、2級、精神保健

福祉手帳 1級≠告示別表第 1第 2章の 2の (2)の ア、特別児童扶養手当等の

支給に関する法律施行令別表第 1に定める程度の状態にある場合は、告示別表

第 1第 2章の 2の (3)(肢体不自由児施設、養護老人ホーム、特別養護老人

ホーム、障害児福祉手当及び特別障害者手当の支給に関する省令第 1条に規定

する施設、措置入院患者は除く。)

(※精神保健福祉手帳の場合、手帳の交付年月 日又は更新年月日が初診から

1年半年経過 している場合、ただし、障害基礎年金の受給権 (裁定の請求権 )

の有無の状況により判断が必要である。)

○障害年金 2級、特別児童扶養手当 2級、身体障害者手帳 3級、精神保健福祉

手帳 2級≠告示別表第 1第 2章の 2の (2)のイ

(※精神保健福祉手帳の場合、手帳の交付年月 日又は更新年月日が初診から

1年半年経過 している場合、ただし、障害基礎年金の受給権 (裁定の請求権 )

の有無の状況により判断が必要である。)

○子ども手当≠児童養育加算

○児童扶養手当 (父子も対象)≠母子加算
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② 60歳以上の者で、老齢年金の収入認定がない者について、リストを作成

・老齢年金の受給資格の調査をしているか。

・受給資格がない場合、脱退手当金はどうなっているか。基金はどうなつている

か 。

・受給資格があるにも関わらず、年金の裁定請求の指導を行っているか。

③ 障害基礎年金を収入認定している者で 65歳以上の者について、リス トを作成

。老齢厚生年金の受給資格はないか6

④  医療扶助及び介護扶助の一部自己負担ケースについて、リス トを作成

。他法、他施策の活用ができないか。

・高額療養費、境界層認定の活用ができないか。

(2)作成 したリス トをもとに、非常勤職員として採用 した保護監査員 (3人、生活保

護行政の経験を有する者)が、各区福祉事務所を巡回してケース点検を行い、問題

があつたケースについて、査察指導員に対 して、改善を必要とする事項 (内容)の

説明を行 うとともに具体的な改善方策について指示する。

(3)巡回指導後、概ね 6か月以内に保護監査員を派遣 してその是正改善状況を確認 し

ている。

3 平成 21年度費用対効果額

保護費の返還額 (生活保護法第 63条、 78条等) 2.8億 円

経費 (人件費等)                0.1億 円

※ セ‐フティネ ット支援対策等事業費補助金 (体制整備強化事業)を活用
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絣
＃
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ｍ
潮
丼
ヨ
澤
錢
⇒
酬
淋
響
Э
洋
濁

―
―
〇
∞
―
―

(1)生活保護法による医療扶助人員、医療扶助費の年次推移

被 保 護

実 人 員

A

医療扶助人員

医療扶助率

B/′

医療扶助費

総 額

生活保護費

のうち医療

扶助費の占

める割合総 数

B

精神

(再掲 )

入 院 精神

(再掲 )

入院外 精神

(再掲 )

平成 フ年度

人

382,229

人

679,826 126,555

人

123,924 64,399

人

555,903 62,156

0/c

77.1

億 円

8,819

%

59_4

平成 8年度 8871450 695,075 131,592 124,794 64, 570,281 67,475 78.3 8,773 58.0

平成 9年度 905,589 715,662 1351681 126,530 64.212 589,132 71,469 79 0 9,230 57.5

平成10年度 946,998 753,366 141,
０
０

Ａ
υ 130,358 64,743 623,008 77,055 79.6 9,659 57 0

平成11年度 1,0041472 803,855 1481286 134,043 65,122 6691812 83,164 80.0 10,416 57_0

平成12年度 11072,241 864,231 1551852 132,751 64,913 731,480 90,939 80.6 10,711 55 2

平成13年度 1,148:088 928,527 163,
０
マ

月
■ 134,956 64,90C 793,572 98,249 80,9 11,229 54.1

平成14年度 1,242,723 1,0021886 1721619 135,197 641608 867,689 1081011 80,7 11,622 52 4

平成15年度 1,344,327 1,082,648 ０
０

８

・

ｎ
Ｖ 132,578 631708 950,070 119,431 80.5 12,361 518

平成16年度 1,423,388 1,1541521 195,400 132,285 631193 1=0221236 1321207 81.1 13,029 51 9

平成17年度 1,475,838 1,207,814 2041600
う
０ 104 62,479 1,076,710

０
４

■
，

０
４ 81 8 13,470 512

平成18年度 1,513,892 1,226,233 97,650 130,487 591239 1,095,746 38,411 81.0 13,500 50.6

平成19年度 1,543,321 1,248,145 95,028 125,900 57,687 1,122,245 37,341 80 9 13,074 49 3

平成20年度 1,592,62( 1,2811837 95,43〔 123,27C 56,513 1,158,558 38,92C 80.5 13,393 48_7

平成21年度 1,763,604 1,406,502 981651 125,56C 56:079 1,280,942 42,572 79.8 14,515 47 5

注 :医療扶助費は、各年度の医療扶助に要 した実績費用の総額を計上 している。



(2)都道府県・指定都市・中核市別医療扶助人員 (入院・入院外)

自治体名 総数 入院 入院外

1轍鼈 ヨ1111 笏‖1単‖   521
青  森 県 18.038 1,642 16,396

i着11華:|三爆 翻 ‖鷹●
=|ご

IⅧ‖1市■■11躙
宮 城  県 8.647 735

７
′ 912

:級|■樹‖|:募 I認 8116崎 ■1■|=幸
=:‖

||‐1648 嘲 11

山 形  県 5,359
０
０

■
年 4,879

1魏‖1競1疇鮮 鳳‖聖饗 奪139 磁彗:Ψ″:=|■:ヨ178‖

茨 城  県 17,579 2,017 15,562

純二11辮‖擬 象
=鋤

脚 魯1離 ||::1:,1,I:: :::::::::::,i       (, |

群 馬 県 7,433 673 6,760

■構踵|三塞三1県 ‖‖「
=■

■1鷲器35雄 11&1冊87 |,

千 葉 県 32,097 2.848 29,249

」鼎].卿 I J:≡
=|■

06‖ユ螂 洲‖1■|lli=■111晴躍 脚鋤|“I

神 奈 川 県 22,481 1,705 20,776
|==|■‖|1静彎雲璽野凛薄

富  山 県 1,342 224 1 118

綺 |:

一濠
席 m‖|=■■■1蜘1386 234 塁 10級6

福  井 県 2,530 280 2,250

編il梨■11鼎 |「 011懸55 1444 翡 1言13JI曇

長  野  県 5,924 508 5,416

=瞳=碧
話|‖県 1111705 権一̈一一一一一一一一一一一一一

〓一■
一 13300

静  岡 県 8,753 891 7,862

講螺 2 ,|,=|≡彗≡
=■

1‖‖‖11‖||11霧 13綱織
二 重 県 13,342 1,397 11,945

翔 堀 妻i10199 J1409 :卿
京 都 府 11,248 674 10,574

獣:=1破 ||:撃EI 卍 撃半|:覇耐‖椰
=l'57

11醐 164145認

兵 庫 県 17,374 1,604 15,770

蜘‖1轟1蓄 1101023 727 1lЮ1296

和 歌 山 県 5,101 423 4,678

務請1攣

=蕪
| 511e30 一鋼

=11■
1■1 41爆419

島 根  県 4,288
０
０

り
０ 3,908

難:呻 ‖蠅 1半■1111:|1111111111Ⅲ I1 523 840

広  島 県 1‐0,566 1
ｎ
υ

Л
叶 9, 417

1議|1華|■瀑|:

=り
■輛‖rlギIiⅢl韓1366 | 111:i':::11'1) 馴

徳  島 県 11,805 1,257 10,548

1劉|■ll l:県

=81:馬
苺 1412 回 89

愛 媛 県 7,465 811 6,654

11犠
=1脚

1判寿 i峰1387 800 Ⅲけ03ヲ

福 岡 県 48,988 4,‐534 44,454

鶏11難
=藻

011342 756 5‖1886

長 崎 県 12,978 1,486 11,492

=礁
‖■本

=1鼎
∈178燃

８

一

０

一

９

一
5メ1874

大 分  県 9,539 1,256 8,283

1富‖1靖 ||ヨ県| ‖「
=■

|=苺暮睾碧郷C 864 ::ililii:       〔::       (, |
鹿 児 島 県 14.525 2,282 12,243

|う中:|:街 11爆 2310914 12蜘 120:1885
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自治体名 総 数 入院 入院外

札 幌 市 56,049 3.822 52.227

仙■1台■1市 lt●22 493 112:1529

さ い た ま 市 14, 178 1.015 13. 163

キ|●1葉■‐市 111494 1:035 11つは0459

横 浜 市 56,756 5.488 51.268

lll● :崎■1市 121119061 111101 1201805

相 模 原 市 8.996
３０

０
う
０ 8,613

新|■潟■1市 71182‐6 6163 7:11163

静 岡 市 5,781
ｎ
υ

つ
０

つ
０ 5,442

浜|■松■1市 5=1048 519 41529

名 古 屋 市 28,899 2.431 26.468

1東■都■市 32:452 21■47 13∝1005

大  阪  市 110.607 7.182 103,425

乳 ■1市 18,692 ■389 +711蛉3

神 戸 市 37.175 2.009 35.166

濁■|1山Fi節 91:256 473 81F1783

広 島 市 16.674 729 15,945

地■|九‖1掘■市 聾
Ｖ 14b 2113181 J:611764

福 岡 市 30.134 2.192 27.942
一旭 峰 翻 6101 101 502

函 館 市 10, 791
一ｂｒ

υ
７
′ 10.026

青■1森■1市 |161260 5314
=720盛  岡 市 3,304 233 3.071

狂
=1韓

■1市 14F幸蘭 1406
=a1779

郡  山 市 1,949 135 1.814

|ヽ11わ■|き■市 3119641 151116 3三十441

宇 都 宮 市 5.818
７
′

０
０

′
針 5,331

前11壽妻11市 211532 121112 21320
越 市 2.034 239 1,795

総 ■寺■ 捕 417122 1師15 1晨257
本自    ¬「 2.433 229 2,204

農 場群 聾 1請 31971 ■1200
３

一
771

富 山 市 1,251 151 1,100

套||コ時≡締 2:1翻 1 4 0     1 121:4・49

長 野 市 1,318 145 1,173

戦 1準事11市 4:1898 ■‖12241 3,677
豊 橋 市 1,662 244 1.418

:豊1壺彗 郵 “一一一一一
111lb 1110蜂9

岡 崎 市 1.247 132 1,115

κ lヨ義
=蔀

3:11ロデユ 12111U 秘 1騨7

高 槻  市 4,717 263 4.454

:東1摯■糠ヨ書| 13■31 1632 計解6991

姫 路 市 6.270 384 5,886

西■1富■市 5:16140 425 16112撻5
尼 崎 市 14.384 928 13,456

1蹴■1良‖1怖 41744 222 41薔122

和 歌 山 市 6.333 415 5,918

套■1敷■|¬E 駐1881 |:3132 51349

福 山 市 5,789 287 5.502

壺●:鶴■1市 31486 131215 おI161

高 松 市 5418 Ｅ
Ｕ

Л
号 4.966

松|1山‖1市 ]10113131 11056 1鮮1281

高 知 市 10,163 ｎ
υ

７
′ 9.370

ス■置■1米

'市

4115篠4 422 1颯1082

長 崎 市 8.919
７
′ 8.208

1難
=塾

‖|れ 101604 1088 9,■1蓄

大 分 市 6.555 809 5,746

1宮|1軒 .1市● 16●‐bU 581 ■1953

鹿 児 島 市 3_ 1.350 12.252

全|■:錮 75 1291■25 lli14128,1恥 U
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(3)長期入院患者の実態把握の状況

区

分

た
患
者
数
）

①

（
入
院
百
八
十
日
を
超
え

書
類
検
討
総
数

②

①調
の整
うを
ち行
主 つ

治た
医も
との
意
見

さ
れ
た
者

③

る
入
院
の
必
要
が
な
い
と

②
の
結
果
医
療
扶
助
に
よ

④ ③ の う ち 措 置 状 況 ⑤
鋭
のう
ち
未
措
置
の患
者

②
／
①
の
割
合

(%)

③
／
②
の
割
合

(%)

⑤
／
③
の
割
合

(%)

退 院 又 は 移 替 え 等

計

居

宅

保

護

施

設

入

所

他法への移替 そ
　
　
の
　
　
他

結
核
予
防
法

精福
神祉
保法
健

北
‐
海‐1進 ム765 ム1477 17‐9 1313 51

４

・

一４ ４̈
8‐9116. 72 25:17

青 森 県 50 11 93 0 30 0

岩■手 県 4051 317 53
．３２

・

一５ 一２

30 78■3 16.7 56●6

富 城 県 1 95 2 ”
十 40 0

脇■国■県 36C 25C ３

一

一７一２ 一５ 14 8 5 69.4 12:18 1516

山 形 県
ｎ
ｖ 2 1 1 1 57 7 50 0

富■島■環 38〔
●
０

つ
０ 512‐ 19

，
４

う
０ ‐3161191 2416 37113

災 城 塀 1,077 1,075 99 8 119 53 9

栃||,卜 |1鰐

一７一０

．

・６

一

1353 25 | 58112‐ 061,

祥 馬 岬 444 9 86.3 ０
０ 00

奇■
=|1鰐

'722

795 159
０
０

０
●

一６ 31
一７

1に12 201‐0 4■17

千 葉 塀 1,47C 1 162 1

′
■ 79 0 57 1

象||=|1詢

'「

邸C 3113101
０

・

６３

一

一９

一

一６
・９

一 1242 1
124C 17C 43:3 261■ 14918

中奈 川 県 746
′
■

“
今 30 83 4 198 40 5

靡:|'島 |1場 274 160 151
， ４

1 513114 1914 16:17

富 山 婦
И
↓ 9 i 1

』 65.1 11.3 182
貰|11,「 1塀 1313

Ａ
υ 1 1 1 7117 一〇 0:0

福 井 帰 200 Л
仕 10 8 10 74 5 128 52.6

山■梨|1環 1971
一４

1 専 1 7211
一〇 010

長 野 県 212 14 92.0 11.3 63.6

岐|11争 1岬
２

・

２

一

一‐７
1

０
４ 2 3

一７

一
51113‐ 12‐■‐ 50,■‐

静 岡 県
”

， 8 80.2 170 133

彙■知■蝙
Ａ
●

Ａ
●

●
０ 57

ａ
ｖ

う
０

０
４ 2 2 1 4719 18,0‐ 31:16

二 重 県
И
■ 364 1 49 0 00

菫|‐ 1賀■壕 1178 一” : | 1 4611 一４
・２

一
5010

京 都 府 194 3 61 6 50 0

な■1販■府 1:1941
一７ ３

一

７

一

２

一
40

●
● |

ビ
０ 20114 2412 8110

兵 庫 県 1 1,080 32 1

０
４ 96 3 117 246

祭■良■県 3610 171
一５

1 19117 8:15 16:17

m歌 山県
＾
Ｖ 1 2 3 61.4 74 37 5

詩■取■県 162 144 Ｏ
ι

●
● 1

４

一
813119‐ 2212 4318

島 根 県 141 1 1 66 5 25.5 47 2

雌■山■県 一“一２
161 15 2

・４
601151 913 2‐6:171

広 島 県 532 41 6 7 94 5 171

島■Ell■県
■
●

５

一

一６
4219

■
υ 3( 1 2C 211 6515‐ 1313 361181

恵 島 県 3 99 8 0.0

彗|り,卜1繰
一６一５

一

一２

一
251 44

う
ι 98101 17115 3a‐14

愛 媛 県 418
′
争 1 2 57 9 20 2 67.3

野■知■県
３

一

６

．

３
1619

一４一
４ 211 7 43:B 2‐7117 1519

福 岡 県 2,853 2,030 264 43 2 71.2 130 26 1

を■:贅|1塀 4712 1316` 56
■
４

一８ ・２ 一５

一
7617 1515 1916

長 崎 県 24 80 4 80 42 1

懸■本|1県 509 1501 52 5
０
４ 9‐31141 1014 148:11

人 分 県
ｎ
ｖ 8 4 38.7 34 6

雪■崎1県 6124 495 94
一７

一
1

・４

一

一３

一
212 71913 19110 2314

芭児 島 県 1,350 1,182 87 6 9.4 20 7

申■紆 1倶
■

，
６●

Ｖ
＾
υ

，
′

ｔ
υ 224

一９

一

一４

一
3

一２

一

一３

一
120 51918 38■9 513161
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(3)長期入院患者の実態把握の状況

区

分

①

書⌒た
類入患
検院者
討百数
総八

V

数十
日

を
超
え

②
錮
罐
髪
桁
Ｐ
れ
』
詢
意
見

③

② るさ
の入れ
結院た

果の者
医必
療要
扶が

助な
にい
よと

④ ③ の う ち 措 置 状 況 ⑤
銀
のう
ち
未
措
置
の患
者

②
／
①
の
割
合

(%)

③
／
②
の
割
合

(%)

⑤
／
③
の
割
合

(%)

退 院 又 は 移 替 え 等

4ヽ

計

居

宅

保

護

施

設

入

所

他法への移替 そ
　
　
の
　
　
他

結
核
予
防
法

精福
神祉
保法
健

なし 幌 市 1 644 1 1 80 8

■ 台 市 24 66 8 12:2 12b

さいたま市 24 6 1 9 Z4 28.7 1

千 葉 市 124 1 2 44 0 153 105
横 浜 市 4ε 8b 9 150
川 崎 市 148

●
４

う
０ ノ6Z 2513 3815

相 模 原市 220 20ラ 5 94 1 36 8

新 潟 寸
０
４ 9 C 30 7 ■υ 100:.0

静 岡 市 C 91.8 0

兵 松 ■
０
０ 6 1810 513

名古 屋 言 1,678 0 7 64 2 :53 ∠

車 都 ‐ 責 985
″
争 6〔 48 12 65.0 1810 一４

大 阪 市 3148 3.148 4 100 0 80

界 TI
ａ
ｕ

０
０ 44 4C 9 5 13.6 ||‐ ′|● |

神 戸 市 1.179 45 84 1 35 8

珊 山 市
●
ι 21 5 8‐7:8 1■ 4‐ 2212

広 島 市
′
十 214 42 106 96 0 35_3

北九州市 11002
０
０ 108 23 1 87t 1214 3:19‐

福 岡 市 40b 80 6

旭|■ ■1寸
ワ
４ 202

■
４ 10 8‐9_じ 1214 4010

函 館 市 87 5 130
青 森 市 1 1 1 871 01 1010

盛  岡 市 14 1 10 211
秋 |‐ 田‐1市 4. 111:11

郡 山 市 84 6 00

いわ|き 11 222 16 7 1 1 7215‐ 75
宇 都 宮寸 5 98 00

前■橋 ■市 134 3 2 3011 14117 4010.

川 越 市 11 186 00

い1橋 |1市 26C
‐
2 4.16 25110 01101

瞳 市 1 2 100 0 0.0

薄須賀11 1
一“ 10010 1114‐ :01

雪 山 市 4 1 100 0 10.4

snrt ０
４ 100 0 01101

長 野 市 10 105 29 5 00

岐 |‐阜■市 10●2 105119‐ 51161

豊 橋 市 6 4 2 100 0 46 33 3

彗 |‐ 田 ■市 5 2 2 10010 315 1010

司 崎 市 2 100 0 26 0 100
大1津1市 8C 10010 1613 10,01

言 槻 市 14J 1 8 5 14 70. 28 7 48 3

東 1大 阪 1市 24
●
ι 6 1 1 2 2210 27=16 18=131

姫 路 市 8 5 30 100 0

西‐1宮 1市
０
４ 100,0 35

尼 崎 市 ′
，
Л
■ 1 4C 76 8 44

奈■1良 ‐1市
つ
０ 34 2( 97=‐ 1 ||もじ101 21010

和歌 山市 287
＾
Ｖ 711 12 7

倉■敷■市
う
０ 8 1 5 151‐ 6 33: 161215

福 山 市 3 57 0 21 3 150
下 1関■市 1201 1

，
ι 26. 2 971b 1413

高 松 市 0 12 0

除■山■講 157 1 5 94:3 3 010

高 知 市
И
■

′
牛 100 0 Z0 4 00

久1留1米1市 1712 6 2 1 1 319 13:10 01Ю

長 崎 市 610 2 1 65 2

熊●本■市 1 0 12:17 0,10

大 分 市 3 24 20 1 122 52 2 0

言■崎■市 10( 3 51216 ‐310 5

琵児 島市 8 1
98 6 1

合||■計 03:110」 141: 80 4:1371 154〔 11483 3 1302 :1/910 61b‐ ,3‐ 1● :lυ ‐ZIV:
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(4)保険外併用療養費 〈長期入院選定療養)に係る例外的綸付の状況についてく平成21年度)

区

　

　

　

分

当該年度給付件数

当該年度

給付総額

1件 あた り

給付金額前年度
継続

A

新規開始

B

退  院 牲
続

　

Ｈ

該
継

　

ト

当
　
　
　
Ｄ〓

退院率

E■/(A13)

C

(① +②+③
+④+⑤

①

在宅

②

介護保険
施設 ③『躊

④

扶養義務者
引き取り

⑤

その他

Jtl==|1導

青  森  県

||||||||
宮  城  県

,|||||
山  形  県

|||||■
茨  城  県

す||1本|■暴
群  馬  県

=|=||千 葉 県
||||111
神 奈 川 県

|||||.:||

富  山  県

:,|11111
福  井  県

|■■1長

■■|■

■||111
二 重 県
41ⅢII幕 |

京 都 府
||||||
兵  庫  県

|1111‐ |||

和 歌 山 県

|||||||
島  根  県

||,■
広 島 県
||||||||
徳  島  県

||11111111
愛  媛  県

ⅢIIIII■
福 岡 県
|||||||
長 崎 県
ⅢII‐||
大 分 県
:|IⅢ III
鹿 児 島 県

||1縄 |1県 |

12

121

3

「子

‐７

一一一‐‐１１１
一
８
一一一■
一
８
あ
彎

６

1

1

1

２

一
一　
　
　
一一一．一一一．　
一．●

？

一

２

２

一

４

一１

一

２

1

1

7,
1

|
5

1

||||

8

■
4

1301

11

1431

13

●■1

■■11

2

11

1■1
1■ |||||

3

|■

9

■|
1

|,|
7

||
3

|=
1

■|

1

11111111

5

1■ |

9

|||
7

●||■

21

■|

1

■11

1

1111

1

■11

1411

1

,
3

11
1

111

19

■
10

1■|

9

|||
8

■
1

●

||||:
■|:|||

1

■
6

|11■ ■111

1■:|■

0

●61:

6

3tl

ll

,
1

lllll

1

■1111

6

1´|

10

1111

5

1■ ||:=
‐
■ ||||

21

11111

1

11111111

0

1011

2

■11

1

||11

8

5

13

2

■

1

3

4

11‐

3

1

1

，
，

１

メ

一

１

２

一■
一
２

一■
一
１

一掟

．

■
Ｆ

ｌ

一
●

２

111

1111

■
一
４

一一●

１

一■
一
１
一■

1

2

1

1

4

1

1

1

1

■
一
■

，
■
赫
■
二一■
一一
一一二

縛
一
６

一‐‐
‐
２‐
一
１

１
一
．
５
一一
一
４
一
ｒ

‐１
一

―‐‐１
１

1

1

141

0

■3‐ .:

5

0

|:|lill

6

●F

2

I131

10

301

11

2

101

2

4

2

■21

2

221

0

]

0

10

3

2

0

111

160111既

100 0%

|′力
37511

100 0%

|五0%

76 0%

‐6010%

83 3%

10,:協

47 410

惨鑽 %

42 1%

３

一
‐０

60

1111‐

|● 11

0

1●

|||

100

1=
50

1111111111‐

100

こヽ
85

11
76

1=

■
70

鍋
一眺
一
鍋
「靭
一
鍋
一噺
引
叩

淵

一「―

171,7111摯

=|366,080

1Ⅲ41t・0

1■■■
22,000

114■ 124

■■|"

|■35111●
:

4141″ 132

1,838,132

■■ |■ |

7,287,084

111tilli,こ |

382,917

6

||||||■■■11

204,480

110511"|

19347401
577,670

11"||10
133,614

■||||||||

88,540

■■1●
742,675

17311501

1111111
2,428,340

■ ||||■
6,021,720

■■■|
85,800

■41111

1ⅢI"|

11111おな0

|1227.111
366,080

1111薩
81,153

■|||■|
22,000

,10篠||111

211,154

1“ 140
96,093

1ⅢⅢ141
211,827

■,|||"|
96,744

■|■■■■■■■

2,429,028

11351"||

■■|||||:●

127,639

■ ■ ||■:

616,442

■■■||

■|:″ 7901

113017311

52,515

11i''F,'il

66,807

88,540

1661.095

106,096

1ⅢI,,■

214,183

■
'115901269,816

111111
200,724

■■■|

|||||||

|″|● |

23,400

‐
79‐ 3301

-68-



(4)保険外併用療養費 (長期入院選定療養)に係る傷外的綸付の状況について (平成21年度)

区

分

当該年度給付件数

当該年度

給付総額

鰤̈雌輸　Ａ

新規開始

B

退  院 当該年度
継続

D=A+B― C

退院率

E=C/(A+B)

C

(① +② +③
+④+⑤ )

①

在宅

②

介護保険
施設

③

社会福祉
施設等

④

扶養義務者
引き取り

⑤

その他

札  幌  市

仙  台  市

さい た ま 市

千  葉  市

横  浜  市

川  崎  市

相 模 原 市

新 ‐潟  中

静  岡  市

浜  松 ■1市

名 古 屋 市

京■ 都  市

大  阪  市

堺 市

神  戸  市

岡:|1山 ■ 中

広  島  市

1じ
141"IⅢ

福  岡  市

3

I
n

IJ
2

o

1

1

19

48

313

I

4

4

3

5

8

‐2

8

18

2

1

‐
2

57

.23

158

11

5

1

2

8

6

6

2

4

1

6

19

2

1

1

32

15

349

10

7

●1

3

11‐ 1

4

1

1

1

2

5

12

90

1

1

1

12

1

2

1

2

1

1

l

7

4

1

1

2

2

1

1

1

2

1

1

4

17

2

1

1

24

■3‐

246

●5

5

2

■61

0

4

8

14

4

5

1

1o

●2

44

1516

122

12

2

●0

2

1

2

100 0%

33.3il

33 3%

617%

60 0%

79 2%

66 7%

100:0%

3313%

42 1%

21,1%

74 1%

81:3%

77 8%

100.1011

60 0%

‐9117%

66 700

929,440

1,253,190

1,953,390

2,9671260

1,826.460

1,18951510

721,110

■ 186,50o

.24■ 009

9,126,230

11● 4■‐
1‐ 4‐

50,842,455

1110011"
2,648,360

11 
‐21,450

1,295,390

‐||||||||
419,890

154,907

208,865

162,783

1071817

182,646

1781980

240,370

136.500

81,1020

120,082

1581354

107,946

1‐3■1595

294,262

141411

1481461

69,982

旭‐■■1■ ■市

函  館  市

青 ■森1市
盛  岡  市

秋 ‐|口■ 市

郡  山  市

しヽ■わ■|き■市

宇 都 宮 市

前■嬌1帝
川  越  市

船‐|■構■■市

柏 市

権■須 1資■市

富  山  市

金‐■ 沢|■市

長  野  市

悴|■早||1中

豊 橋 市

響|||||||
岡  崎  市

木||||■
高  槻  市

|||IⅢII
姫  路  市

西||1宮 |■ 1華

尼  崎  市

奉|||‐‐|||
和 歌 山 市

針 ||‐敷■ 1市

福  山  市

下||1関■■市

高  松  市

い||■||1市

高  知  市

″ 1留■米1市

長  崎  市

熊||●本■■市

大 分  市

言|■1崎■■市

鹿 児 島 市

3

2

2

2

1

1

1

3

611

1

151

15

1

111

7

111

6

141

111

1

14

4

4

1

3

17

3

14

3

11‐

2

1

13

111

5

13

2

12

4

1

17

1

2

1

:0

1
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0

111

２

一
１

一３

一

２

一
３

一
３
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２

一
４

一
０

一

３
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●

２

２

２

2
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1

2

3

1

1

1

2

1

2

1

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1
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2

1'

2

■1

1

10

1

4

1

1

4

1

11

1

0

76

3

16

1

13‐

0

10

16

■21

8

14

0

‐1:

2

0

9

0

0

100

50

‐71=

50
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0
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酬
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一
鍬
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一
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(5)頻回受診者に対する適正受診指導結果について (平成 21年度 )

受診状 77.把握対象者数 指導対象外 うち改善された者

うち筋骨格系
結 合 組 綺

人数

|こ

ち
曽
骨
鱈
系

1

人数

1露

ち
曽
骨
館
系 人 数 うち筋骨格系

結 合 組 紹
平均効果月数

効果月数鵬
「

均 効 果 自 数
効果 曰数■

勒果月 1人 き
にり効果 日郵

北 ‐海1 遣

青 森  県

着 手
‐ 県

官  城  県

秋 田
‐凛

山  形  県

福  島 ・県

茨  城  県

栃  木■ 環

群  馬  県

綺 |=|1凛

千  葉  県

東 ‐
景|||1輛

神 奈 サ11県

|||||1lⅢ

富  山  県

著
|111111晨

福  井  県

lL‐ |‐桑|=1県

長  野  県

|||||
静  岡  県

菫|IⅢIII豪

二 重  県

議■ 1責■■県

京 都  府

大||‐崚|||

兵 庫  県

森|1良 ||1県

la歌 山 県

■■1畢

島  根  県

■■ ■||■ 暴

は 島  県

1111二|1真

厳  島  県

育||llllll畢

愛  媛  県

■ |||

福  岡  県

正|1姜 :1真

長  崎  県

熊|1本  1県

大 分  県

ξ■ ‐凛 |1藁

鹿 児 島 県

沖|1報|:県

291

16
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00
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00
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101‐ 0121

174 0
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00
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12.0
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148

7‐ 9

60

139
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11211111
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127
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83
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(5)頻回受診者に対する適正受診指導結果について (平成 21年度 )

受診状況把握対象者数 指導対象外
|

ち筋合格系
合 組

"

人数

A

ち筋■格系
合 IIl 

“

人数 ち筋■格系
合 継

“

人数 ち
警
骨
館
系
島|平均効果 月数

効果月数tt
均 効 果 曰 独

効果日数II
月
効

果
り

卜し 幌  市

■|■含 | 1市

=い
た ま 市

千 葉  市

横 浜  市

降1 ・崎  1市

相 模 原 市

新 渇  市

静  岡  市

浜 ■松1 市

名 古 屋 市

京 ‐都 ■市

大  阪  市

堺 |‐ |■  市

神  戸  市

岡■ 山 ■1市

広  島  市

JL九 1州 1市

福  岡  市

241

■01

123

453

197

36

54

30

02

355

609

4,179

‐1376

817
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194

111201

270

1

173

62

77

292

187

30

38

25

49

152

317

.015

184

463

92

76

‐174

180

231

77

123

284

180

14

‐
27

6

48

267

1505

3.524

.359

759

1 ‐123

158

11156

221

172

39

77

203

170

13

16

5

34

112

271

909

1175

443

54

60

132

140

別
0 1

引

1691

17 .

22

27

24

14

88

104‐

655

1‐ 17

58

94

36

.||||‐ 45‐

49

1

23

0

89

17

20

15

40

40

106

o

20

38

to

42

40

4

10

0

29

13

6

6

11

4

32

6

108

■0

38

16

12

126

11

1

9

0

7

13

4

6

10

2

20

2

21

14

10

14

5

26

10

38
5‐3

43
3‐3

35
58
48
3131

57

41

50
65
09
54
■5

45

150
‐58 0

00

1260

43 0

210

350
52 5

130

183 0

●00
445 0

5010

248 0

15,3‐

65 0

■3810

49 0

51 0

9.6

43 1

43 9

419

80 3

56 6

34 8

57 8

一

４〇

一
５４

一
５‐

一２‐

４３

一‐３

一

５‐

204 0

106 0

00

1248 6

570 6

2512

482'0

6228

139.0

1851 1

00
43456

154410

1964 0

12810

527 0

1111'
570 1

136

■ 7

99
13 31

120

13:8

119

1017

101

98

10,|

79
2413‐

31

1,|,|

116

じ■■●■‐市

函 館 市

■‐■議■1市

盛  岡  市

秋|‐ 1彗 1市

郡  山  市

|ヽ |わ

=‐

1市

宇 都 宮 市

前■1橋|■市

|‖  越  市

船 |‐ |1橋
‐ ‐

市

柏    市

摯||||‐ |

富  山  市

拿||メ||,

長  野  市

崚|1事 |1姉

豊 橋  市

等|■ |1甲

岡  崎  市

^|=洋

|■議

高 槻  市

率1本■墜|"

姫  路  市

零lrll"
尼  崎  市

■|■ |■市

和 歌 山 市

|||||||
福  山  市

下■|11関 ||■ 市

高  松  市

松■|■ |‐ ■市

高  知  市

久■留■米■市

長  崎  市

摯||ホ111

大  分  市

自 ■ 1嵯■■

鹿 児 島 市

12,|

77

1311

3

121711

4

12161‐

46

■711

39

171711

16

1451

5

■71

2

1321

1  4 311 

‐

9

1特|

39

2001

50

19■

132

12111

349

1“|

169

17101

1241

138

1128:|:

172

1281

73

481

48

171

46

138‐

2

11‐

3

■8

29

■71

36

1231

11

138

0

■4

2

114

■91

9

つ0
11

1501

23

1421

67

■01

75

14

54

1581

17●

62

■61

143

●6

61

1311

5

19
73

1601

3

11‐ 91

4

■2‐

26

●11

39

12,

16

●0

3

116

2

131

■5

0

■4

28

,di

29

1137

116

1120

346

1138

129

161

1瀾 |

105

,17

167

1126

53

127

48

■41

44

29

2

■5

3

15

16

■11

36
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11

■01

0
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2
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■31

0
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5

■2

20

1211

0

13

2

19

0

6

0
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0

13‐
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(6)各都道府県・市別レセプ ト点検の実施状況

(平成21年度分 4月 支払分～ 3月支払分 )

都道府県市名
レセプト
総数

A

内容点検 (単月)

対象総数

B

内容点検 (縦覧)

対象総数

C

点検実施状況

点検実施枚数 点 検 実 施 率 (%

資格点検

(※ 1)

D

内容点検 (※ 2) 資格点検

G=D/A

内容点検

朝
Ｅ

縫
Ｆ

単月

HEE/B

縦覧

:=F/C

薦1野爛需11弾 II蝉 62C 都 剛 ||1鰤

``

1悧扁 笙 剛 蘇椰13cc i嗣 111而 001 1卿
奇  森  垢 416.51C 398,281 369,70` 416,11 398,281 369,702 99 90 100 00 100 00

静|=1拳|■■1塀 ■illl諄ム401 岬 1261椰騒 影「1=:鷲興幽 幸郵藍聾漱 1261劇 : ヨ1博lβ錐 ■1職1健 : imttσ

宮  城  塀 198.730 193.927 193.927 198,730 193.927 149,083 100 00 100 00 76 88

雨‖111以1僣 ギi護摯環蘇鍛 型 J ll15157f 祠 ‖墨!聾1驀 :常融 1431昴 1 螢1麟 ||● 卿 :00

山  形  垢 119,12Z 116,494 118,699 116,494 118,69( 100 00 100 00 100 00

懲|:「 1埋転■|■1環 18製螺 ‖編辞 躙 撫 :鮫‖憾 1'口輌1譲 1781轍 100劇 精i静蛙蜘 1解熙嬢l10鮭

茨  城  岬 367 133 330,758 294.047 367,133 330,75〔 294,047 100 00 100 00 100 00

は

'・

:碑 ■0年網 ‖1篭1蘇 躙 珊 111珊 脚 鰹 1鰤 呻

群  馬  岬 132,736 127,11 115,073 132,736 127,11 115,073 100 00 100 00 100 00

崎lrll舞|=‖爆 398甚6G 1躍:甲 i31:::::':, (
89稚

'暉

苺樹188: 175180C |11圏 ‖輛||● 1001謝

千  葉  県 1,257,954 1,235,159 559,48〔 1.257 954 1,179,914 504,240 100 00 95 53 90 13

薦11ニタ軒
==1書

|サ:J墨碁:72 11蜘lml ,111111奎ヨ|, 6融餞 よ 14廻肇彗66 11■,11卸1
二1麒r`21 1雛03 共I鱒376

神 奈 川 県 499,459 470,441 394,311 498,829 469,811 393,68フ 99 87 99 87 99 84

鯨|ヨ「 議■|=1操 1幽 2 llli158 ユ:蝉|` 百711二鐵 l lil頑 53 1餃i黒: 卸 1臨10Cl 脚 100100

富  山  県 47.23〔 46 536 45.53〔 47.23〔 46.53C 45,53〔 100 00 100 00 100 00

覇 i lll■■1岬 ,162‖α 軋 |||1鞠
|'輔

`

|1112;:4:,` 1苺聾 ‖49購 1 1盤|● 鰤 :暉い瞳

福 井 県 54,34〔 47,446 47,44( 54,34t 47,44G 47 44( 100 00 100 00 100 00

断:|=勲
=■

薪 ■80114 稲椰榊 :||143=ど澪 141滲4i 7継鮮 笙:勲 1鶴1冊 螂 耐tll蝉 1製

長  野  塀 110 621 110.770 114.19[ 110,621 110,77( 00 00 100 00 100 00

崚111年ユ |●:薔 731縣 71151t 13a:塁牢 7魏31 |■認頸 55艘23 軸 晨岬 :雌

'秘

:

静  岡  塀 195,07( 189,56〔 189,560 195,07C 189,563 189.563 00 00 100 00 100 00

霧1■知■■岬 29211341 28二 :襲
=却

騨106J 2晦凱 28瑯獅 2811e67 001100 ・lm:側 ,10■1鉾i

重 岬 310,82乏 303,19〔 285,339 310,822 303,175 285,31 00 00 99 99 99 99

姉 |:望は,11●:暉 嶋 製1 110聾 105,9密 11110L321 魏 1` 10ユ1921 縫ユ1001 100距 lool耕 |

京  都  廂 234,19C 224,16, 212 646 234.19C 224,167 185,061 00 00 100 00 87 03

愛13● 1臓■■珀 櫛 :熟| 詢 岬 中 塁 111`驚 I事輌 11壺

=11蒸

颯 11韓|||1勲 J雌攣 1勁 職́ i繭
丘
＾ 庫 岬 389,392 376,57( 376,67C 389,392 376.576 376.67C 100 00 100 00 100 00

震
=1111農

■1=1燻
=iaβ

911151 撃 23J:襲,, 2301111 12391454 23ti133 200「 11lβ 100,韓

`〕

       `,111,1 1 二電饉:襲

Fll歌 山 県 122,743 119,207 119 20 122,743 119,207 119,20フ 100 00 100 00 100 00

慧
=ヨ

‖職
=■

1蘇 :1電1241 11●6脚紫 螂 |` 1■1241 1001896 95輝驚 11400100 Iml“ ■∞:00

島  根  県 89.024 82,252 80,782 89,024 82,252 80,782 100 00 100 00 100 00

¬降||1疇 聯 織 豊al磁 0011田 I 06:1441 9■ 023 :蟄:23( loo oo 100100 100100

ム  島  県 240,319 227.551 221.90〔 240,31( 227,551 221,90〔 100 00 100 00 100 00

r■::義■
=翡

12501毀 p 1躙 ,2 240144, 2501091 24■ 101 21o,44i 鞭 利 細 蜘 400:00

徳  島  県 269,57C 260,514 244,42( 269、 57( 260,514 244,420 100 00 100 00 100 00

霞:ll書 1「111螺 88,7172 3411嘩 |1凱J: 8■7 841046 83■11 1動100 100100 10轟4

愛  媛  県 165,11 159,82C 158,54( 165 11 159,82C 158.540 100 00 100 00 100 00

麟|■莉 |●

'疇

Ⅲ駐 48β ヨ1犠「曇79 1491'箕 1131ξlllt 11摯痒書棒 14■1871 10100 鰤 10alllcl

福  岡  塀 1,204,315 1 143 518 1.107.53( 1,204,31〔 1,143,51〔 1,107,53( 100 00 100 00 100 00

貯1均F 163100場 帥 おI11苺1 1工■名 雛 1摯 1541■ 2( 98111, 1,鱗100 1鶉 1華´

長  崎  垢 310,93C 299,777 299,58( 310,93( 299 77 299.58( 100 00 100 00 100 00

店 11撼ご|:|1鋳 1:織澤1素 1織 544 110曜ββ ,1“力厳 15鉗 34/ ■串:ヨ10( 100100 Im腕 ||lo 00

大  分  塀 218 828 209,805 188,991 218,828 209,80〔 188,991 100 00 100 00 100 00

議‖11崎1■薔 卿 脚

“

乳116C 呻 1岬 16811蝋 1■軌00 10000 鰤

鹿 児 島 垢 296,344 281,825 281 825 296.844 281.82〔 281.82( 100 00 100 00 100 00

濡TI二網■■躊 3121鼈 ,t 幽 47e 429チ 063 製 1樽: 531:,71 42■ 1ク機 99101 蜘 製 |1119:
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都道府県市名
レセプト
総数

A

内容点検 (単月)

対象総数

B

内容点検 〈縦覧 )

対象総数

C

点検実施状況

点検実施枚数 点検実施率 (%)

資格点検

(※ 1)

D

内容点検 (※ 2) 資格点検

G=D/A

内容点検

朝
Ｅ

縫
Ｆ

単月

H二 E/B

縦覧

|=F/C

卜L  幌   寸 1 376 721 1 315,032 10.97( 1.376,72` 1,315,03` 10,975 00 00 00 00 100 00

彗|||■1會 : 297109( 2861901 2551051 ‐21917109( 2861961 234iC81 001100 001100 ■911:■8

さ い た ま 汁 245,65( 230 20` 230 204 245 65( 230,20` 230,204 00 00 00 00 100 00

千■|=葉■■■■ 2011091 2621132` 252`321 261109' 252132 2,と024 001100 00 1111()0 100100

浜   rF 1.261.62( 1.201,02〔 1,201,02[ 1,261,62( 1,201,02( 1,201,025 00 00 00 00 100 00

舞,■|1崎 5‐68=鉾 54216α 542.6ol 516.8,042 04216α 5421“3 001100 00110tll 100100

相 模 原 市 163,72( 155,794 38 326 163 72C 155,79ノ 38,32G 00 00 00 00 100 00

[■■■J慇■■■守 15171133( 1511153( 15111513( 155131で 1511513( 1111103( 9&140 00,1001 100100

岡   市 114.17 110.566 110,566 114,174 110,56( 110 566 00 00 00 00 100 00

震■■■.:松 80127( 7■ 55“ 77155` 1301273 7715黎 771551 001100 0011“ | 100100

名 古 屋 TF 682,86( 659,186 468,795 682,86C 659 18( 468,795 00 00 00 00 100 00

京|■1都二|||■ 13351β8( 801,08〔 801108〔 335,383 801108〔 301三 1031 001100 100100‐ 130100

大  阪   市 2 991 881 2.896.488 2.896.488 2.991.881 2,896,48〔 2,896,488 00 00 100 00 100 00

43212‐ 11 458:18159 458185( 14821218 45,F8暉 453メ印 001100 丁001001 100100

神 F TF 1,045,60` 1,005,495 1,005,49〔 1 045 602 1.005.49〔 1,005,495 00 00 100 00 100 00

協
=111lLLI■

■|■市 22■ 122( 215,731 21151173巧 12251122で 2151‐ 731 ●0「731 1001" ヨ:∞100 10●
"

広   島 458.84( 436,036 436,03( 458,849 436,03( 436 036 100 00 00 00 100 00

κ●:れ|■州| 482119う 463:498 46&149〔 1484197 40L1491 468149苺 100100 師 脚 100100

福  岡  市 783 811 743.531 5.657 783.811 743,531 5,657 100 00 00 00 100 00

嘔|■
=Jll

2791024‐ 112681311 26&■11 27911921 268,311 26813■1 100100 範 |∞ 1001001

函  館  市 301,25Z 284,509 284,50〔 301,254 284 50S 284.50( 100 00 00 00 100 00

爾置■■節 1801231 170「001 170「601 18012311 17011601 1711601 100100 0011韓 10011001

議  岡  市 86,08( 82 063 8 27 86.089 82,06〔 100 00 00 00 100 00

駐 |■1節 1101519〔 105,93( 10511913〔 1101596 105193( 105,p∝ 1織1昨 001100 1001001

F     JЦ 50.421 50,427 47 14[ 47.14 100 00 00 00 100 00

|ヽ|■夕●宅rl■輌 1911581 10142` 188,42( 19■ 158‐ 6 38142C 38:■2( 1100 00 0011001 1001001

宇 都  宮  市 112.264 108,941 62,12〔 112,264 108,941 62 12[ 100 00 00 00 100 00

罰11111ヨ鰭暑:| 60,3解 53142( 136,151 la1394 5摯2, 361135〔 lecl毅 健 |∞ | 10は100

川  越  市 63,34( 60,54` 60 542 63 343 60.542 60,542 100 00 00 00 00 00

麗卜■■痛 124i躍 1119113121 09136( 124150, 11,F82, lβ 9嗜ヨ照κ 100100 岬 001100

52.38( 52,38( 52,38G 49 612 52.386 100 00 00 00 00 00

膵 1須■賀■備 198譲2( 95'010( 1関1関〔 98132( 9515“ 195“53 10000 OO畑 001:∞

山   市 26 78〔 25,65` 25,652 26,788 25,652 25,652 100 00 00 00 00 00

命■■■1沢| 161119‐3〔 891031 519100, |1611191SI 591632 薔越11632 100,∞| 1"100 ml∞

長  野 38,29〔 37,34( 37,346 38,295 37,346 37 346 100 00 00 00 00 00

睫|■1阜■|■備 4031■ 11 10017∝ 1001709 103112■ 1001■09 lC駐17銀 100100 100100 ●|100

圭  橋   市 31 36( 30 01( 30.01( 31,36( 30,01C 30,010 00 00 100 00 00 00

鐘●■¬田■ 1121171( ■301731 00170( 1書 21プ0( 書転178C 801730 卿 11至H,:IH,1 001100

司 崎 市 26,141 25,16〔 25 168 26 141 25,168 25,168 00 00 100 00 00 00

■|■F■嗜EI■■■警 72=30( 70iコ 7, ■481 1XIC 7218∝ 7011,% 4(Lll(К X 001100 1001鋤 l100100

葛  槻   市 94.104 89,83( 28.023 94,104 89,830 28,02( 00 00 100 00 100 00

1大

=阪
|■ 35■1341 04密 123, 342デ 12312 8151711341 31弔と望3, 342:481 輸 |||100 lC10100 ¨ ・

唖 路 市 123 408 111.839 123,40[ 117,836 111,83( 00 00 00 00 100 00

幽 ■‐■ lr= 46120( 141i190C 14111980 14o′ o( 1441193( 141193( ∞100 OCl tXl 100100

FL 崎  市 336,196 326 821 326 821 336.196 326.821 326,821 00 00 00 00 100 00

疑■■|:良 3151264 135,26“ 301288 135=12164 ■距:21イ 180:マ
=r

00:100 00:100 40000

和 歌 山 市 64,435 159,363 59,363 164,435 159,36〔 159 86〔 100 00 00 00 100 00

目■■■敏 | Q1958 112:212( 21225 11‐

"018

1111211212ξ 1121122【 11CXIヨ騨0 0011001 100100

冨  山  市 36 13 134,780 34 780 136.131 134,73( 134,73( 100 00 00 00 100 00

苺■●1閥■|■繊 021059 1918:71317 9■173, 10210Se 981737 p8:フ書ラ 100100

"100
10α100

高  松   7F 33,434 128,646 133,434 128,646 100 00 00 00 100 00

隣■■1蕪||■織 ■2071652 20■1491 ]Q1011 201■ 052 20● 49コ 761002 1笹100 001100 100100

高  知  市 236,005 223 070 223 07( 236.005 223,07( 223,07C 100 00 00 00 100 00

|ヽ|ヨ認
=考

晨11寵 99:聾09 041628 94162〔 9911翻 191岬28 畦 628 100111001 00110tl 1001001

長  崎   TF 233,068 222,587 222,581 233,068 204,609 204.609 100 00 91 92 91 92

餞■■●篤 |口

「
|■ 26:な勢 : 248:053 216121104フ ,48:1053 1,7∝ 1001幡 | 100100 100001

太 分 TF 165.163 158.534 158.53Z 165,163 158,534 158,534 100 00 100 00 100 00

許 ■■1崎■■靖 01( 1151‖ 1684 1覇|:687 101l fll: 154■ 684 161r16き 4 lα工i00 1"=∞ lmlool

ま 県 島 7F 276,585 264,915 264 91〔 276 58〔 264 915 264,915 100 00 100 00 100 00

1策計 37i■01251 130丁{B5,07ξ 3■12741111【 凝 31713814131( 361009151℃ 3019151091 991■6 99,19 ,&131

資料 :平成22年度セーフティネット支援対策等事業費補助金に係る国庫補助協議について

※ 1 「資格点検」とは、医療券の有効性等の医療扶助受給資格の有無に係る点検をいう。

※2 「内容点検」とは、診療報酬、調剤報酬の算定方法等の診療内容に係る点検をいう。
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(7)各都道府県・市別レセプト点検 (過誤調整)の状況 (平成21年度 )

(単 位 :円 )

都道府県名
原審査
(算定額)

(※ 1)

過誤調整額 過誤調整率 (%)

資 格 内容 (※ 2) 資格 内容

Jι■1りけ111燿 |||■571177101: 184,2011∝ 15811725,921 22■ 47■1071 01■1

青 森 県 13492629,80( 64,709,728 49,541,972 15,167,75(

貴11手■1暉 二

'30118,11“

1 13811色 1073 21●,針■| ■11■,|| 囀
一

ι
一

自 城 県 7119217.22( 22.931.981 10.491,15( 12.440,831

陳■ EII県 |125■ 050111 440301,7て 25,77■

'苺

1中経 16纂 01721 1墨 ‐

山 形 県 4.338.587.34 53,024,77 34,955.82( 18 068 952 1 22 0 42

嘱■1島|■環 フ:1540「||ム 931 11≧111鍼117 40,97011111 7,11'1150i 1011891
， ■

一
野 110111

実 城  県 17 376 025.821 282,269,95 235,907,96〔 46,361,99C

"■

苺1手 |■124517791岬 ■1135醜 42.871362 2817111441 0187 0152

洋 馬 県 6.295,776,021 109,241,041 46.214,829 63,026.211

争:=菫11環 01'307■ 211431 12981雄 16鮨 1燿1752990 1鎮11碑薄黎 :∝32 ■1兼 一嗜
千 葉 県 27,716,613,83` 17918032( 132776.945 46.403.37(

質■1京■1潮 1301i:,軒■■螂 1987166217鎖 520「 62■ 1702 467103■103 α■7 10115

神 奈 川 県 18.693.131.99 160,427,69( 104 236 12( 5619157(

新111潟 |11環 4111'14“ |:471 3866511篠 ?%響■641 1■ 86年黎 0'■4 1141 01391

富 山 婦 1,627,855,50( 12,752,52` 7.877,61 4.874,90(

石|1111111岬

'怖=3101“
`

Jl,社
j21 191,211,ま 1,i141"二79, :螂 01170 01Jπ

福 井 岬 2,907.301,43( 42.873.34( 38,703.31 4.170.030

=1築
1重 ケ

'霞
=饉

■01 出鮨■1厳 1011叫041 5■ 2981301 2164 専講

長 野 県 4 795 386.04 74,335,96〔 49,448,82 25,387,14(

噴,「1著|■嘱 年017101‖ 1解 |夕 |=11■171 ‖34な103( 1■147■ IⅢ 0127 11■ 44

静 岡 県 8,382,372,951 126 567 439 85.396.44〔 41170991

資|■畑11編 ,ll■,中 警「辮 調 1 0,144,「031 :,1111,,ηl` 085 ■ 1461 0:39

二 重  県 14.328,110,45 96,192,09( 70 956 044 25,236,051

菫11箸■県 ■||■7451辮 71:1抑  「鈎 [311岬 21 1銀輝 二鍛 ●30 ||″

京 都 府 6 440 628 45( 53,610,951 29,807.147 23,803,802 0 83

た|■戯|■耐 叫颯羽 押 147418ロフ 19,F,plllαド

“`1籍

■1澪 f ■271

員 庫  県 16,114.308,881 126.074.62( 75,954,801 50,119,81〔

庚111"=|1照 0「 11::'11:,饉 1昨瞬0,31 70,8571311 駐1箸響 1 1103 一瞬 01231

口歌 山
`県

5 035,721.41 52,456.482 26.643.864 25,812,62(

陽
=|1取

|1環
=13014+毎

167 671835741 世騨■594 |■,0■|● 1 153 111104 IQ1491

島 根 県 4,068,915,00( 76183.51` 42.911.60〔 33.271.91` 0 82

町
=JII県

|:|:1111::|lti11,| 轟1431コ薔 21:飩 501

'41樋
“

0最 10』

広 島 県 9555.021.65{ 154,089,96: 117,368,190 36.721,76(

==口
■翻 il高07781'1 競事■0“ lsele,91911 ‐31111581913 01調 0100:

恵 島 県 12327366.801 175,673,044 139,292.48( 36,380,564 113

諄|111■ 1県 410041`0● 145( 29,0471101 10111191191 1■117■178' IC141
■

一

艶 媛  県 7 168 546 861 58,219,894 26,715,58( 31.504,30[

諄■1知‐■1県 ■

'苺

,97■1嘔 7■12●672 6310=,,■ 13●401021 一ｍ 10113

冨 岡 県 48.584.403,14 318,768,176 210 439 63′ 108,328,542 0 22

=111贅
|1輩 ■■113111`,1:● 1 12,,2■ 1741 10215181311 18reo31421 1140 ■120

晏 崎 県 13 431 322 62( 100.507,492 59,162.27: 41.345,22(

艦|||ド ||1蝙 iた|14861■281231 14894917劉 10■83■171` 41111101061 144

 ヽ 分 県 ‖,318,143,01( 92,209,43( 59 048 71 33,160.71`

諄■1崎■塀 810`011151131 25158048・ 23164■ 211 11,98511271 01132 ‐α1291 一”

自児 島 県 15537934.42( 321.461,72{ 296.854.66( 24,607,06(

||1縄 |1鮨 21i39218791204 482182715■ 100,932100, 111139515ol 10147
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都道府県名

原審査
(算定額)

(※ 1)

過誤調整額 過誤調整率囃
¶

(%)TI 内 容 舗
J

内容

札 幌 市 49,925,241,93( 230,546.95( 21 597.66` 208 949 28(

山 台 市 8.860,917,54 48:065,818 45.158.491 2,907.32( 0103

さいたま TF 8934,876.30 4505348( 23.801.67( 21,251,81C 027

千 ‐葉 ■ 9,206123.3御 9611601277 82.900,26! 131260.01 1‐ 11“

横  浜  市 40 242 922 919 246.632.217 173067.078 73565136

l‐ 1崎
‐

■ 20102■ 647,3α 173:482,92〔 11310781951 64.803:974

颯模 原 Tt 5.518.672,43( 52.908 837 27,219,927 25,688,91(

訴■1潟
|‐ 1市 6.1¬ ,2261暉 1314471611

`768,87

1針07',74` 0132

浄 岡 市 4 157 269 99` 54.130,55` 48 570 45( 5.560 09( 117 0

兵‐■松■‐市 31.032,9001571 1212751168` 0:1105:6o( 3.169199〔 0140

名 古 屋 市 29.565,025,75( 8801855( 50,103.00( 37910.55( 0

京|■ 都 |‐ 1市 30166011371191

'■

22● 20( 37.520,321 |● 1921371
一〇

大 阪 市 122,847.345,90〔 1,190.503,88( 544 865 97〔 645.637.911

界 市 i31681:'05,0, 1‐ 4112■|:01 11「 889,3“ 301356,491 0,43

神 戸 市 32,597.316.84〔 50973275〔 385.466,27( 124.266.48(

町■山■1市 lal‐496192Kl1591 7181582,252 651470,60( 1■ 11164( 10192 一■ 一〇

広 島 市 15051416.58: 97,030.479 68241.28( 2878919(

"`|九

1州1市 120か |ヽ,2214, 10213,1,1“ 711114173 0●15■13 |■ 178 |■■4 0144

福 岡 市 31,675,745,681 300375,134 272.015,04( 28.360.08(

嘔|1111■1蒲 814071晩
`よ

1缶●52110( 1,1324100( 4ユ152■ 170( 01122 :0154

函  館  市 8 974 464,62〔 38,594,83( 116417( 37.430,65`

歯|■森■1妹 |・●761“■17.1 37111‐411167f ,4110111'( 21280126{ 0168 10,04

盛  岡 寸 293799401Z 42.809,211 34,866,25( 7.942,961 119

秋|1日|1計 ●Ola11241191 311104157( 261る 0■9■ 411021印 !
0:78

郡 山 市 2.074.934,48〔 1988478( 18.432.54( 1,452,23

■ヽ,|‐き1繊 31461,027:Ю 6i Fa172110繁 9,,3■11
='0"|コ

一■ la‐

"|

■081

宇 都 宮 市 493521349[ 20.114,31` 14328631 5,785,681

前■1橋■1■ 214741507166( 43:1205,78〔 127121'「101 151199211仲 ■175 ■‐tOI

川 越 市 2,486,128,01〔 39,947.51` 35,794,68( 4.152.831 017

船■1橋■1市 ■32■11■●3( 2●4■12鉢 2210611051 藻ヽ .1241 ■150 0ォ 08

柏 市 2410.365,56: 13.412.45( 913673( 4.275,721

羹1察1賀1締 ■,鳴■741率 20,9031671 ■71● ,4 131100173i
|"162 Or23 一ａ

富 山 市 1,556.269,43 18.819.95` 18,064,01 755.94{

金■|:沢■■■ ,16081職,銀 12●

'013“

9:13381501 41“生1891 ■26 ●081

長 野 市 1,690,520,98( 2218577( 20,116.041 2 069 721 131

崚111阜 |1姉 4128aつ嘔71721 諄12カ年薔1 4●11■ 19 亀101■ 651 11127 0194 ユ132

豊 橋  市 165921197` 38,937,65` 32 644 51 6.293,141 2 35

簿■|コ■1市 Ⅲ242燿転1401 1214511211 121438,991 11:271 111100 liml 0100

岡 崎 市 1,147,718,84( 591083〔 3,493.81( 2417021 0 52

木■1■■「市 216061475■ 留 840o4● 1 ,■,聟lψ

'

4130=“ |
3123 ■06 01■7

高 槻 市 3,772.668,31( 98 667 45( 92,800,494 5,866.961

氣11た■魔1市 1ム109■|■,:鐸 :1010221311 1年2S申0 14■ 1363●3 0「 46 a114 ●■2

姫 路 市 5 215 913 48( 43,452,60〔 3557506〔 7,877.541

西■11富■1市 4171■0031審 22110413フ 16150●191 0139=181 la■7 一■

尼 崎 市 12,100,528.33( 79.535,87( 53,062,351 26 473 52` 0 44

奈11凛|1市 4154562:491 139102211,1 137114781131

=11441001

01135 10■ 1 01薔 |

和 歌 山 市 7,041,573.45( 2900114( 24.040,10` 4 961 03(

奮11滅,|=1締 4169■ 131301‐率 工:52,F1511 2年10● 3, 11:421,641 0178 Q34 ●24

福  山 市 5,089,710.21 100,324,91( 80.576.68` 1974823`

下■■蠅|=市 410081彗●:,1 761J臨12鮮 15,19201951 1,「

`1鳩

「101 1113811 :却| ●4,

高 松 市 4,981,934,71 31 083 40( 26451.90` 4,631,501

踏●:山|1柿 ■,19154314黎 i曇沖時12“ 41177● 031 211660「181 0167 ■
●

■
， 0103

高 知 市 966311213 45,305,63( 35,232,48( 10.073.151

朱1警1米1市 4“,10ea1271 :″9931o“ 12117921301 4120Q1781 |■137 |● 28 0            09 1

長 崎 市 8,496,146.41( 32 536 27( 26.609,91 5,926.35(

撫|1本‐■市 1117461540183:

'21904● “

44,20101 1011761211 1049 01401 ■09

大 分 市 7 078 656,781 41,020,87( 28 960 83( 12,060,041

軒■1崎●市 蠍119■ 30109 |,318641271 40F40● 14: 8137■ 101 111104 一■

饉 児 島 市 11 623 848 021 103.555,54( 99,877,95( 3677,59(

合 計 ●649■ 7●00■01 1■,34101a′ ,1 7171010201141 4126■|10■44 併鶉 |

※1 支払基金審査 (原審査)結果の金額 (診療報酬等請求内訳書に記載される算定額)

※2 再審査の結果、容認と返戻により原審査から減点 (額)の調整を行つたものの割合 (併用の相手先 (社保等)や指定医療機関からの取り下げ等に

よるものを除いている)
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(8)介護扶助受給者の状況

―
―
『
〇
―
―

介護扶助
受給者総数

(人 )

施設介護サービス受給者数 (人) 居宅介護
サービス
受給者数

(人 )

介護
予防人員

(人)

介護
扶助費

(億円)

施設入所者
総数

介護者人
福祉施設

介護者人
保健施設

介護療養型
医療施設

地域密着型
介護者人
福祉施設

平成 12年度 66,832 13,809 3,174 5,269 5,366 53,023 143

平成13年度 84,463 18,003 5,683 6,655 5,665 66,460 222

平成14年度 105,964 22,680 8,043 8,010 6,627 83,285 291

平成15年度 127,164 26,640 10,216 9,226 7,198 100,524 358

平成16年度 147,239 29,213 12,158 9,967 7,088 118,027 419

平成 17年度 164,093 31,875 13,981 10,936 6,958 132,218 470

平成 18年度 172,214 34,437 15,498 12,462 6,477 127,964 9,812 502

平成19年度 184,258 36,597 16,884 13,350 6,238 125 109:064 38,597 539

平成20年度 195,576 37,644 18,002 13,944 5,607 91 110,951 46:981 562

平成21年度
(速報値 は)) 209,737 39,049 19,203 14,553 5,187 107 120,471 50,217 610

※

出典 :福祉行政報告例、生活保護費負担金事業実績報告



介護扶助受給者数 (65歳 以上 )の状況 (平 成20年 7月 1日 現在 )

581

285

2

62

28

163

34

6

1

17

16

1

52.338
23,114

137

6.748
3.225

423
12.158
2,960
3,135

75

197

166

953

822

131

31311

351

2,955
5

286

39,961

12,288
502

9,921

2,897
557

7,191

2,278
3.834

73

287

133

2.030
1,728

302
3,885

345

3,527
13

312

59,581

21,410
345

13.505
3,909

592

11.611

3.386
4,320

106

229

168

1.585

1,357
228

4.055
380

3.668
7

372

247.084
96,449
2.738

46.396
15.660
2.549

50,496
13,897
16,901

323

1,003
667

7.466
6.339
1,127

14.042
1.641

12.367
34

1 527

3,489
985

3.537
1,746

231

1.524
526

1,718
30
89

26

1.008

826
182

622
145

472
5

82

23.261

6.460
698

6.059
2,066

341

3.625
1,184
2,532

44
169

83

1,589

1,348
241

1,879

251

1,624
4

191

訪問・通所等      累計

訪問介護

訪間入浴介護

福祉用具貸与

訪問看護

訪問 リハ ピリテー シ ヨン

通所介護

通所 リハ ビリテー シ ョン

居宅療養管理指導

夜間対応型訪間介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

短期入所        累計

短期入所生活介護

短期入所療養介護

単品サー ビス      小計

特定施設入所者生活介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

特定福祉用具販売

(再掲)1日 措置
(再掲)小 規模生活単位型

介護老人保健施設
介護療養型医療施設―

―
「
『
―
―

04
02
00
00
00

01
00
00

00

00
00
00

29 6
91
04
73
21
04
53
17
28
01
02
01
15
13
02
29
03
26
00
02

44 1

159
03
10 0

29
04
816
25
32
01
02
01
12
10
02
30
03
27
00
03

38 8
171
01
50
24
03
90
22
23
01
01
01
07
06
01
25
03
22
00
02

919
183 0
71 4
20

34 4
116
19

37 4
103
125
02
07
05
55
47
08
104
12
92
00
1 1

103
26
07
26
13
02
1 1

04
13
00
01
00
07
06
01
05
01
03
00
01

172
48
05
45
15
03
27
09
19
00
01
01
12
10
02
14
02
12
00
01

訪 問入浴介護

福祉用具貸与

訪 間看護

訪間 リハ ビリテー シ ョン

通所介護
通所 リハ ビリテー シ ヨン

居宅療養管理指導

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

小規模 多機能型居宅介護

短期入所       累計

短期入所生活介護
短期入所療養介護

単 品サー ビス

特定施設入所者生活介護
認知症対応型共同生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護

(再掲 )1日 措置

(再掲)ユ ニ ッ ト型

介護老人保健施設

介護療養型医療施設



(10)介 護扶助受給者数 (40歳 以上 65歳未満 )の状況 (平 成20年 7月 1日 現在 )

訪問・通所等、短期入所 小計
訪問・通所等     累計
訪問介護
訪問入浴介護
福祉用具貸与
訪問看護
訪問リハビリテーション
通所介護
通所リハビリテーション
居宅療養管理指導
夜間対応型訪間介護
認知症対応型通所介護
小規模多機能型居宅介護

短期入所
短期入所生活介護
短期入所療養介護

単品サー ビス

特定施設入所者生活介護
認知症対応型共同生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護

特定福祉用具販売

8,410
344

6,856
2,284

629
4,797
2,828
1,774

42
73

55

615
485
130

1,028
190

836
2

189

1.510
295
120

416
216
43

154

61

189

4

10

2

83

60
23
61

16

45

7

2.910
603
90

857
287
89

420
243
294

9

12

6

161

132

29
120

25
95

29

5,146
1,228

66
1,511

434
135

834
512
378
16

22
10

173

143

30
247
45

201

1

46

7.977
2.231

45
2.318

589
160

1,330
819
449

8

15

13
119

88
31

276
56

219
1

44

5.594
2,077

14
960
486
106

1,019
558
341

5

14

14
61

50
11

292
32

260

35

1,542

726
2

184

80
21

324
167

34

(再掲)旧 措置
(再掲)小規模生活単位型

介護老人保健施設
介護療養型医療施設―

認

―

訪間・通所等
訪問介護
間・通所等      累計

訪問介護
訪問入浴介護
福祉用具貸与

訪問看護
訪間 リハ ビ リテー シ ョン

通所介護
通所 リハ ビリテー シ ョン

居宅療養管理指導
夜間対応型訪間介護
認知症対応型通所介護
小規模 多機能型居宅介護

短期入所

短期入所生活介護
短期入所療養介護

単品サー ビス

特定施設入所者生活介護
認知症対応型共同生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護

特定福祉用具販売

1886
56 5
23
460
153
42

32 2
190
11 9
03
05
04
41
33
09
69
!3
56
00
1 3

101
20
08
28
15
03
10
04
13
00
01
00
06
04
02
04
01
03

00

195
40
06
58
19
06
28
1 6

20
01
01
00
11
09
02
08
02
06

02

346
82
04

10 1

29
09
56
34
25
01
01
01
1 2

10
02
1 7

03
13
00
03

53 6
150
03
156
40
1 1

89
55
30
01
01
01
08
06
02
1 9

04
15
00
03

376
139
01
64
33
07
68
37
23
00
01
01
04
03
01
20
02
17

02

(再掲)1日 措置
(再掲)ユ ニット型

介護老人保健施設
介護療養型医療施設



参考7平 成22年度 保護施設通所事業口救護施設居宅生活訓練事業実施施設一覧

(1)保護施設通所事業

設

B道府 県 i設名

２

一
３

岩手県

福島県

栃木県

噸 _________― ― ― ― ‐ ‐ ‐

矢吹緑風園

鳴鶴寮

東京都 黎明寮

東京都 あかつき
神奈川県

兵庫県

平塚ら、じみ園

南光園
８

一
９

岡山県 三楽園

福岡県 仁風園
０

一
１

大分県

宮崎県

大分県渓泉寮
浩 風 同

２

一
３

浜松市
逓松 市 慈照園
大阪市 淀川寮
大 阪 市 平和寮

６

¨
７

大阪市 今池平和寮
大 阪市 愛隣寮

大阪市 三徳寮
大臓 市 白雲寮

20

21

大阪市 甲子寮
大阪 市 ホーリーホーム

神戸市 アメニティホーム夢野
神戸市 ヨハネ寮
高知市

(2)救護施設居宅生活訓練事業

○保護施設通所事業実施施設数

救護施設  24施設(188施設 )

更生施設  14施設(20施設 )

計     38施 設 (208設 )

( )内は全国の施設数(H22101現 在)

○救護施設居宅生活訓練事業実施施設数

救護施設  27施設(188施設 )

( )内 は全国の施設数(H22101現在 )
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参考8 平成 23年度生活保護関係会議及び生活保護関係研修会の実施予定について

月 厚生労働省実施分 Ｄ参姥実
実

院
院

学
学

他
科
祉

の
痣
螢
伯

そ
医
央

健
中

保
協

立
社

国
全

◇
□

ぐ

4 □社会福祉主事資格認定通信課程

(4月 1日 ～3月 31日 )

5 ○生活保護法施行事務監査にかかる生

活保護指導職員会議

(11日 ～13日 :自 立推進 。指導監査室)

○新任査察指導員基礎研修会

(25日 ～27日 :自 立推進 。指導監査室)

6 ○生活保護担当ケースワーカー全国研

修会 (15日 ～17日 :保護課)

7

◇福祉事務所長研修 (6日 ～8日 )

◇生活保護自立支援研修担当育成研修

(20日 -22日 )

8 ○生活保護査察指導に関する研究協議

会 (24日 ～26日 :自 立推進・指導監査室)

9

10 ○生活保 護 担 当指 導職員 ブ ロ ック会議

(北海道 。東北・関東信越ブロック :岩手県)

(東 海 ・ 北 陸 近 畿 ブ ロ ッ ク :愛知県)

(中 国 四 国 。九 州 ブ ロ ッ ク :福岡県)

○生活保護就労支援員全国研修会

(保護課 )

12

1

2

3 ○生活保護関係全国係長会議
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